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Ⅰ　はじめに
本研究の目的は，韓国の４大企業集団を事例に，1993年現在における韓
国の大企業組織の企業内ネットワークの形成過程とその空間形態を明確に
することである。
韓国における企業活動は，日本の植民地以降，アメリカの援助物資の加
工・小規模の貿易業を通じて本格的に展開されてきた。その後，1962年か
ら実施された韓国政府主導の経済開発計画を背景に，少数の企業が経済の
主体として登場し，経済的資源と政府の支援を独占的に供給されながら，
急激な成長を持続してきた。その結果，大規模組織である企業集団が形成
された（キム　1981；ビョン　1985；キムほか 1995；カン　1991）。
韓国の企業集団とは，傘下に多様な事業部門の系列企業から構成され，
その経営と所有が家族構成員・親族によって展開される事業集団である。
また韓国の公定取引法律によると，企業集団1）は，同一人物が単独あるい
はその親族・非営利法人・使用者などと合わせて最多出資者として，当該
会社の発行株式の30％以上を所有すること，または当該会社の経営に影響
力を行使すると認定される会社の集団である。
また，韓国の企業集団は，企業単位で運営する事業部の成長の可能性が
高い場合，この事業部を一つの企業として独立させ，系列企業を新設する
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傾向がある（韓国経済研究院　1996）。したがって，韓国の企業集団内に
系列化された傘下企業は事業部の機能を持ち，韓国企業集団を多角化され
た一つの企業組織として見なすことができる（キム　1993；ユ　1996）。
またその組織構造では，会長を中心とする最高経営陣同族とその補佐組織
が，集団内の資本・技術集約的中核企業（主力企業）を柱に，系列企業を
統制・管理する。したがって，企業集団内部では，相互補完的な企業内ネ
ットワークが形成される。
このように韓国の企業集団は，傘下に多様な事業部門で多数の系列企業
を所有しており，その本社組織を中心に様々な部門で事業活動を展開しな
がら，企業内ネットワークを構築している。そのうち，三星・現代・LG・
大宇の４大企業集団は，韓国の主要産業部門にわたり，企業活動を展開し
てきた最も代表的企業組織である（キム　1997）。
そこで本稿では，これらの４大企業集団を事例に，企業内ネットワーク
の形成過程を明らかにする。
とりわけ，韓国の企業集団に関する研究は，1980年代から注目されてお
り，主に経済的側面から分析されてきた。それは，次の２つの論点に大別
される（キム　1997）。第１は，肯定的観点の研究である。この観点の研
究では，韓国の主要企業集団は，韓国経済発展の役割を評価し，国民経済
成長の過程で必然的に大規模企業集団となったという論理を主張する（ジ
ョン　1987；チョウ　1993；韓国経済研究院　1996）。
そして第２は，否定的観点の研究である。そこでは，企業集団が成長や
資本蓄積過程で政府との密着関係が生じたことや少数所有経営者による絶
対的な支配などの様々な問題点を指摘している（カンほか　1991；ジョン
ほか　1992；イほか　1990；ジャン　1995；カン　1996）。
しかしこれらの研究では，主に次の2点が研究課題として指摘される。第
１は，歴史的側面の分析が欠けていることである。キム（1995）が指摘し
たように，従来研究は，主に企業組織の数年間資料分析に重点を置いたた
めに，企業集団の成長過程と組織変化過程を企業レベルで詳細的に分析す
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ることが必要である。
第２は，空間的側面が欠けていることである。とりわけ，韓国企業集団
は傘下に多数の系列企業からなる企業内ネットワークを構築しており，そ
の空間構造を把握することは，大企業組織の活動による韓国の国家的都市
システムの階層構造を理解する上に非常に重要である。
そこでここでは，企業地理学の第一歩として，1993年現在，韓国大企業
集団の企業内ネットワークの形成過程とその空間形態を考察する2）。
分析で用いる資料は，全国経済人連合会発刊『韓国主要企業辞典』，大韓
韓国の４大企業集団における企業内ネットワークの空間形態
資料区分 刊行企業 発行年度 資料名
三星 三星秘書室 1988 三星50年史
三星半導体通信株式会社 1987 三星半導体通信10年史
三星電子株式会社 1989 三星電子20年史
三星電管株式会社 1990 三星電管20年史
三星コニン 1993 三星コニン30年史
三星重工業株式会社 1994 三星重工業20年史
現代 現代建設 1982 現代建設35年史
現代自動車 1987 現代自動車20年史
現代重工業 1992 現代重工業史
現代電子株式会社 1994 現代電子10年史
ラッキ金星 ラッキ 1987 ラッキ40年史
（現LG） 金星情報通信 1992 金星情報通信10年史
金星通信 1992 金星通信20年史
ラッキ金星 1993 ラッキ金星沿革集
ラッキ金星 1993 ラッキ金星経営史資料集
金星社 1993 金星社35年史
LG 1997 LG50年史
大宇 大宇証券株式会社 1990 大宇証券20年史
大宇経済研究所 1994 韓国の代表企業
その他 全国経済人連合会 各年度 韓国主要企業辞典
毎日経済新聞社 各年度 会社年鑑
大韓商工会議所 各年度 全国企業体総覧
韓国信用評価株式会社 各年度 上場企業総覧
経済企画院公定取引委員会 各年度 大規模企業集団指定現状
各年度 大企業集団株式所有現況
韓国能率協会 1995 韓国の大企業
第１表　企業集団の経営史に関する分析資料の概要
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商工会議所発刊『全国企業体総覧』，毎日経済新聞社発刊『会社年鑑』，経
営能率研究所発刊『財閥分析報告書』，韓国能率協会発刊『韓国の大企業』，
経済企画院公定取引委員会発刊『大規模企業集団指定現状』および『大企
業集団株式所有現況』の各年度版である。さらに，韓国4大企業集団の系列
企業の社史・社報により，上記のデータを補完した（表１）。
分析手順は，以下の通りである。まず４大企業集団の企業内ネットワー
クの形成過程に関する経営史を分析する。次に，所有・経営構造からみた
企業内ネットワークの形態とその空間構造を分析する。そして最後に，韓
国企業集団の最高中枢管理組織のソウル一極集中形態を把握するために，
企業内ネットワークの統制管理組織の役割を分析する。
Ⅱ　大企業組織の企業内ネットワークの形成過程
１．三星企業集団
（1）1950年代
表２は，三星企業集団の企業内ネットワークの形成過程を示す。三星企
業集団は，1950年代から本格的に企業活動を展開し，三星物産（1951），
グンヨン物産（1956），ヒョウソン物産（1957）を設立し，生活必需品を
中心とした軽工業部門と貿易部門に事業活動を展開した。その後，これら
の事業活動を通じて，資本を蓄積し，食品部門と繊維部門の新規事業に積
極的に参入するようになった。
食品部門では，第一製糖工業・プング酒造繊維（以上，1953），大韓製
糖販売（1955）を設立するとともに，東洋製糖（1957）を買収した。繊維
部門では，第一毛織工業（1955）とジャンミラサ（1958）を設立するとと
もに，ドンイル紡績（1958）を買収した。
食品・繊維部門で蓄積された資本，そして政府との緊密的関係1は，金融
部門をはじめ，三星企業集団の事業部門をより拡大させた。すなわち，興
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区分 企業名 部門 設立
93年
現在
解散
社名変更 吸収合併
新社名 年度 企業 年度
① 三星物産 貿易 1951 ◎ − − − − −
① ヒョウソン物産 貿易 1957 − 1963 − − − −
① グンヨン物産 貿易 1956 − 1958 − − − −
① 第一製糖工業 食品 1953 ◎ − − − − −
① プング酒造 食品 1953 − 1959 − − − −
① 大韓製糖販売 食品 1955 − 1957 − − − −
❷ 東洋精糖 食品 1957 − − − − 第一製糖工業 1971
① 第一毛織工業 繊維 1955 ◎ − 第一毛織 1976 − −
① ジャンミラサ 繊維 1958 − − 第一服装 1970 三星物産 1975
❷ ドンイル紡績 繊維 1958 − 1959 − − − −
❷ 興業銀行 金融 1957 − 1961 − − − −
❷ 商業銀行 金融 1958 − 1961 − − − −
❷ 朝興銀行 金融 1959 − 1961 − − − −
❷ チョンイル証券 金融 1957 − 1962 − − − −
❷ 安国火災海上保険 金融 1958 ◎ − − − − −
❷ サムチョクセメント 建設 1956 − 1958 − − − −
❷ 韓国タイヤ 製造 1958 − 1963 − − − −
❷ 湖南肥料 製造 1958 − 1961 − − − −
❷ 安保火災海上保険 金融 1962 − − − 安国火災海上保険 1962
❷ 東邦生命 金融 1963 ◎ − 三星生命保険 1989 − −
❷ 東洋火災海上保険 金融 1963 − 1967 − − − −
❷ 東南証券 金融 1963 − 1973 − − − −
❷ ミプン産業 食品 1963 − − − − 東洋精糖 1968
❷ 大韓製油 食品 1963 − 1965 − − − −
❷ 韓一ナイロン 繊維 1963 − 1963 − − − −
❷ 新世界百貨店 サービス 1963 ◎ − − − − −
❷ セハン製紙 サービス 1965 − 1991 全州製紙 1968 − −
① ミプン販売 サービス 1969 − − 第一製糖販売 1972 第一製糖工業 1975
① 東洋テレビ放送 マスコミ 1963 − − − − 東洋放送 1966
① ラジオソウル放送 マスコミ 1963 − 1974 東洋放送 1964 − −
① 中央日報 マスコミ 1965 ◎ − − − − −
❷ ソウルFM放送 マスコミ 1966 − − − − 東洋放送 1966
❷ 大邱大学校 教育 1964 − 1966 − − − −
❷ 成均館大学校 教育 1965 ◎ − − − − −
① 高麗病院 サービス 1966 ◎ − − − − −
❷ ドンファ不動産 不動産 1963 − − − − 中央開発 1967
① 中央開発 不動産 1966 ◎ − − − − −
① 三星電子 電機電子 1969 ◎ − − − − −
① 三星三洋電機 電機電子 1969 − − − − 三星電子 1977
① 韓国肥料 製造 1964 − 1967 − − − −
① 三星NEC 電機電子 1970 − − 三星電管 1974 − −
① 韓国電子 電機電子 1971 ◎ − − − − −
① 三星エレクトロン 電機電子 1971 − − − − 三星電子 1973
① 三星三洋バッツ 電機電子 1973 − − 三星電子部品 1977 − −
− − 三星電機 1987 − −
① 三星コニン 電機電子 1973 ◎ − − − − −
① 三星GTE通信 電機電子 1977 − − − − 韓国電子通信 1980
① 三星精密 電機電子 1978 − − 三星航空産業 1987 − −
① 中央SVP 電機電子 1979 − 1990 − − − −
❷ 韓国半導体 電機電子 1977 − − 三星半導体 1978 三星電子 1980
① 三星重工業 重工業 1974 ◎ − − − − −
表２　三星企業集団の企業内ネットワーク
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業銀行（1957），商業銀行（1958），朝興銀行（1959），チョンイル証券
（1957），安国火災海上保険（1958）など，金融部門で積極的な買収が展開
された。こうした金融部門への進出は，系列企業への資金調達を容易にし，
とくに建設部門と製造業部門でサムチョクセメント（1956），韓国タイヤ・
❷ ウジン造船 重工業 1977 − − 三星造船 1977 三星重工業 1983
❷ デソン重工業 重工業 1977 − − − − 三星重工業 1983
❷ コリアエンジニアリング 重工業 1979 − − − − 三星エンジニアリング 1991
① 三星石油化学 化学 1974 ◎ − − − − −
① 中央エンジニアリング 化学 1975 − 1976 − − − −
① 三星海外建設 建設 1977 − − − − シンウォン開発 1978
❷ 統一建設 建設 1977 − − − − 三星総合建設 1979
❷ 新東洋建設 建設 1977 − − − − 三星総合建設 1979
❷ シンウォン開発 建設 1978 − − 三星総合建設 1979 − −
① 第一企画 サービス 1973 ◎ − − − − −
① 新世界スーパー サービス 1974 − 1976 − − − −
❷ ホテル新羅 サービス 1973 ◎ − − − − −
❷ 慶州新羅ホテル サービス 1977 − 1980 − − − −
① ヨンポレジャー開発 サービス 1979 − − − − ヨンポ開発 1991
❷ 韓国コキン 食品 1982 ◎ − − − − −
① 第一冷凍食品 食品 1987 ◎ − − − − −
① ハイクリエーション 繊維 1988 ◎ − − − − −
❷ 韓国電子通信 電機電子 1980 − − 三星半導体通信 1980 三星電子 1988
① 三星時計 電機電子 1983 ◎ − − − − −
① 三星HIS 電機電子 1983 ◎ − − − − −
① 三星医療機器 電機電子 1984 ◎ − − − − −
① 三星データシステム 電機電子 1985 ◎ − − − − −
① 三星シンエツシリコン 電機電子 1986 ◎ − − − − −
① 大韓精密科学 電機電子 1988 ◎ − − − − −
① 三星エマソン電機 電機電子 1988 ◎ − − − − −
① 光州電子 電機電子 1989 ◎ − − − − −
① サムテック 電機電子 1989 ◎ − − − − −
① アイテスティ 電機電子 1991 ◎ − − − − −
❷ 韓国重工業 重工業 1983 − − − − 三星造船 1983
① 三星ユナイティット航空 重工業 1985 ◎ − − − − −
① 三星クラック 重工業 1987 ◎ − − − − −
① 三星クレコナ 重工業 1989 ◎ − − − − −
① 三星総合化学 化学 1988 ◎ − − − − −
① 第一シバガイキ 化学 1988 ◎ − − − − −
① 三星精密化学 化学 1989 ◎ − − − − −
① 三星経済研究所 金融 1986 ◎ − − − − −
① 三星信用カード 金融 1988 ◎ − − − − −
① 三星投資自問 金融 1988 ◎ − − − − −
① 三星生命サービス 金融 1991 ◎ − − − − −
❷ 朝鮮ホテル サービス 1983 ◎ − − − − −
❷ 大京ビル サービス 1989 ◎ − − − − −
❷ 韓国安全システム サービス 1981 ◎ − − − − −
❷ 三星ライオンズ サービス 1982 ◎ − − − − −
① 東邦ビル管理 サービス 1988 ◎ − − − − −
凡例）区分：①は新規設立，②は買収，現在：◎は1993年現在，存在する企業をそれぞれ意味する。
（表１の資料により，著者作成）
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湖南肥料（以上，1958）をそれぞれ買収し。新規事業を支援した4）。
（2）1960年代
1960年中盤までの三星企業集団の経営戦略は，既存の事業部門の強化，
そしてサービス部門などの新規事業活動の展開であった。既存の事業部門
を強化するために，金融部門をはじめ，食品・繊維・サービス部門で買収
を中心に事業を拡大した。
金融部門では安保火災海上保険（1962）・東邦生命（1963）・東洋火災海
上保険（1963），東南証券（1963）を，食品部門ではミプン産業（1963）・
大韓製油（1996）を，繊維部門では韓一ナイロン（1963）を買収した。さ
らにサービス部門では，新世界百貨店（1963）を買収するとともに，セハ
ン製紙（1965），ミプン販売（1969）を新設した5）。
一方，これらの事業拡大を展開する過程で，財閥に対する社会的批判を
意識し，文化・教育関連事業も積極的に参加するようになった。マスコミ
部門では，東洋テレビ放送（1963），ラジオソウル放送（1963）を先頭に，
中央日報（1965）をそれぞれ設立するとともに，ソウルFM放送（1966）
を吸収合併した。教育部門でも積極的に参加し，大邱大学校（1964），成
均館大学校（1965）など教育活動も支援するようになった。さらに，サー
ビス部門では，高麗病院（1966）を設立，不動産部門ではドンファ不動産
（1963）を買収し，中央開発（1966）を設立した。
また，1960年度末から，電機電子部門への投資活動が始まり，三星電子
（1969），三星三洋電機（1969）を設立した。その後，1970年代は，この部
門での積極的な事業活動が展開されるようになる。その他の製造部門では，
韓国肥料（1964）の設立に限られており，この時期は，サービス部門での
事業活動が中心となった。
（3）1970年代
1970年代の三星企業集団の経営戦略は，電機電子部門の強化，そして重
工業・サービス部門での新規事業の展開であった。とくに，三星企業集団
は，政府の経済開発政策に対応する形で，戦略産業として電機電子部門を
韓国の４大企業集団における企業内ネットワークの空間形態
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主力産業として，より積極的に取り組んだ。すなわち，三星NEC（1970）・
韓国電算（1971）・三星エレクトロン（1971）・三星三洋パッツ（1973）・三
星コニン（1973）・三星GTE通信（1977）・三星精密（1978）・中央SVP
（1979）を設立するとともに，韓国半導体（1977）を買収することによっ
て，この部門を強化した。
また，重工業・石油化学・建設部門にも積極的に事業を展開した。重工
業部門では，三星重工業（1974）を設立するとともに，ウジン造船（1977）・
デソン重工業（1977），コリアエンジニアリング（1978）を買収した。石
油化学部門では，三星石油化学（1974）・中央エンジニアリング（1975）
を設立した。さらに建設部門では三星海外建設（1977）を設立するととも
に，統一建設（1977）・シンドンヤン建設（1977）・シンウォン開発（1978）
を買収し，この部門でも積極的に事業を展開した。
さらに，サービス部門でも事業活動を始めた。広告部門として第一企画
（1973）が，流通部門部門として新世界スーパー（1974）がそれぞれ設立
された。その他，ホテル新羅（1973），慶州新羅ホテル（1977）を買収す
るとともに，ヨンポレジャー開発（1979）を設立し，観光部門へ事業活動
をはじめた。
このように，企業活動を通じて，三星企業集団は，韓国の主要産業部門
にわたる系列企業を持つことになり，企業内ネットワークの骨格が形成さ
れるようになった。この時期の企業集団の組織の系列化は，次の2つの特徴
を持つ。
第１は，創立初期の中核的企業活動である食品・繊維・貿易・金融部門
の新規事業は，新設・買収より既存の企業組織を中心に展開されたことで
ある。そして第２は，電機電子，重工業，建設，石油化学部門では，積極
的に新規企業の設立・買収が展開され，グループ内の系列化が積極的に展
開されたことである。
（4）1980年代以降　
この時期の経営戦略では，既存の事業部門の強化，その関連部門の積極
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的な進出，そして金融・サービス部門の新規事業の展開であった。すなわ
ちこの時期は，1970年代までに設立・買収された既存の企業組織を中心に，
各産業部門内の組織改編と系列化が展開された。
まず既存の事業部門の特徴は，次のとおりである。食品部門では，韓国
コキン（1982）を買収するとともに，第一冷凍食品（1987）を設立した。
繊維部門ではハイクリエーション（1988）を設立された。一方，電機電子
部門と重工業部門では，より積極的に系列化が進められた。まず電機電子
部門では，韓国電子通信（1980）を買収するとともに，三星時計（1983），
三星HIS（1983），三星医療機器（1984），三星データシステム（1985），三
星シンエツシリコン（1986），大韓精密科学（1988），三星エマソン電機
（1988），光州電子（1989），サムテック（1989），アイテスティ（1991），
など10社を設立した。
次に，重工業部門では，韓国重工業（1983）を買収するとともに，三星
ユナイテット航空（1985），三星クラック（1987），三星クレコナ（1989）
などを設立し，系列体系を構築した。さらに，石油化学部門では，三星総
合化学（1988），第一シバガイキ（1988），三星精密化学（1989）をそれぞ
れ設立した。
さらに，中核部門を支援する金融・サービス部門へ積極的な投資が展開
された。まず金融部門では，三星経済研究所（1986），三星信用カード
（1988），三星投資自問（1988），三星生命サービス（1986）など4社を設立
した。その他，サービス部門では韓国安全システム（1981），三星ライオ
ンズ（1982），朝鮮ホテル（1983），大京ビル（1989），を買収するととも
に，東邦ビル管理（1988）を設立した。
その結果，1993年現在，三星企業集団は，韓国全産業部門の54社からな
る系列企業によって企業内ネットワークが組織化され，巨大企業集団に成
長した。以上で考察したように，三星企業集団の事業活動は，主に5つの時
期によって展開されたと言える。まず1950年代の企業活動は貿易・食品・
繊維などの軽工業部門を中心に展開された。次に1960年代は，軽工業部門
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と金融・流通・不動産・文化事業部門に積極的に参加した。さらに1970年
代は機械・化学などの重工業化学部門を中心に新規事業活動が展開された。
最後に80年代以降は，金融・サービス部門を強化した。
２．現代企業集団
（1）1950年代〜1960年代
表３は，現代企業集団の企業内ネットワークの形成過程を示す。
現代企業集団は，1947年，現代土建社を設立し，建設部門で企業活動を
展開した。とりわけ，現代企業集団は，創立当時のメイン部門であった建
設部門の事業活動から得られた経験と資金をもとに，1960年および1970年
代は重工業・自動車部門へ，1980年代以降は電機電子・金融・流通部門へ，
新規事業活動を展開し，韓国の主要産業部門における地位を構築する企業
集団に成長した。
まず1950年代の現代企業集団の事業活動は，以下の通りである。当時，
現代企業集団は，単一業種（建設業）の企業活動を展開したため，主要企
業集団ではなかった。現代建設（1950）は，建設事業活動に必要な資材を
調達する目的で，現代商運（1955），クンカンスレート（1959），ダンヤン
セメント（1964）を設立した。その後，現代商運（1955）は，現代建設に
吸収され，現代企業集団は，現代建設，クンカンスレート，ダンヤンセメ
ントの三つの系列企業のみが存在した。
とりわけ，現代建設（1950）は，韓国戦争後，米軍との友好的関係を維
持しながら，米軍工事を独占的に受注し，韓国の建設部門での地位を構築
した（朴，1993；ユ，1996）。さらに，1960年代から韓国政府が施行する
主要社会間接資本の施設工事にも積極的に参加し，企業成長と系列化の土
台が構築された。
1960年代の現代企業集団は，建設部門を中心に，その関連・非関連部門
への新規事業活動が展開された。まず金融部門ではクッイル証券（1962）
を，重工業部門では現代洋行（1962）・現代自動車（1967）を，サービス
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区分 企業名 部門 設立 93年 解散
社名変更 吸収合併
現在 新社名 年度 企業 年度
① 現代土建社 建設 1950 − − 現代建設 1950 − −
① 現代海運 建設 1955 − − − − 現代建設 1955
① クンガンスレート 建設 1959 − 1987 − − − −
① タンヤンセメント 建設 1964 − 現代セメント 1969 − −
① グックイル証券 金融 1962 − − 現代証券 1986 − −
① 現代洋行 重工業 1962 − 1980 − − − −
① 現代自動車 重工業 1967 ◎ − − − −
❷ キョンイル陸運 サービス 1968 − 1961 クンガン開発産業 1971 − −
① 現代自動車サービス 自動車 1974 ◎ − − − − −
① 現代車両 自動車 1978 − − − − 現代精工 1985
① ベックジェコンクリート 建設 1975 − − ドンソ産業 1976 − −
① 韓国舗装建設 建設 1976 − 1985 − − 高麗産業開発 1985
① 高麗港湾開発 建設 1976 − − 高麗産業開発 1985 − −
① 韓国都市開発 建設 1976 − − − − 現代産業開発 1986
① ハンラ建設 建設 1977 − − 現代産業開発 1986 − −
① 国際総合金融 金融 1973 ◎ − − − − −
① 現代造船重工業 重工業 1973 − − 現代重工業 1978 − −
① 現代アルミニウム工業 重工業 1973 ◎ − − − − −
① 現代鋼管 重工業 1973 ◎ − − − − −
① 蔚山造船所 重工業 1973 − − 現代ミポ造船所 1975 − −
① 現代総合技術開発 重工業 1974 − − 現代エンジニアリング 1982 − −
① 蔚山鉄鋼 重工業 1974 − − 韓国プレンジ 1976 − −
① 現代精工 重工業 1977 ◎ − − − − −
① 現代エンジン 重工業 1978 − 1989 − − 現代重工業 1989
① 現代重電機 重工業 1978 ◎ − − − − −
① キョンイルヨット産業 重工業 1978 − 1982 − − 現代精工 1982
❷ ヒョムン産業 重工業 1977 − 1978 − − 現代精工 1982
❷ 大韓アルミニウム工業 重工業 1978 ◎ − − − − −
❷ 仁川製鉄 重工業 1978 − − 現代総合製鉄 1978 − −
❷ 仁川合金鉄 重工業 1978 − − 現代総合製鉄 1978 − −
❷ 高麗化学 化学 1974 − 1986 − − − −
❷ 蔚山化学 化学 1974 − − 現代特殊化学 1978 現代重工業 1981
① アジア商船 サービス 1976 − − 現代商船 1983 − −
① クンガン木材工業 サービス 1978 − − 現代総合木材 1981 − −
① アサン社会福祉財団 サービス 1977 ◎ − − − − −
① 現代総合貿易商社 貿易 1977 ◎ − − − − −
① 現代重装備 建設 1989 ◎ − − − − −
① ケビコ 自動車 1983 ◎ − − − − −
① ハンラエンジニアリング 重工業 1980 − − − − 現代エンジニアリング 1980
① ナンモク鉄製 重工業 1981 − − − − 現代精工 1981
① 蔚山船製 重工業 1981 − − − − 現代精工 1981
① 韓国電動機産業 重工業 1985 − − 現代電動機産業 1986 − −
① 現代ロボット 重工業 1986 ◎ − − − − −
① 現代鉄塔 重工業 1988 ◎ − − − − −
① 現代重機産業 重工業 1989 ◎ − − − − −
❷ 東邦火災海上保険 金融 1983 − − 現代火災海上保険 1985 − −
❷ 江原銀行 金融 1986 ◎ − − − − −
① 現代経済社会研究院 金融 1986 ◎ − − − − −
① 現代投資自問 金融 1988 ◎ − − − − −
❷ ジュンウォン総合通商 流通・広告 1984 − − − − クンガン開発産業 1984
❷ トレイドショッピング 流通・広告 1987 ？ − − − ハンムショッピング 1987
表３　現代企業集団の企業内ネットワーク
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部門ではキョンイル陸運（1968）を，それぞれ設立した。その結果，1969
年現在，現代企業集団は，建設・自動車・重工業・金融部門の7社から系列
化されている。しかし，この時期の現代企業集団は，新規事業へ参入する
よりも，建設部門を強化するための企業設立をはかった単一業種の企業集
団であった。
（2）1970年代
その後，1970年代，現代企業集団は，自動車・建設・金融などの既存の
事業部門を強化するとともに，重工業・石油化学部門の事業活動を本格的
に展開し，企業内ネットワークの骨格を形成した。
まず既存部門をみる。自動車部門では，現代自動車サービス（1974），
現代車両（1978）を設立し，現在自動車（1967）をサポートするようにな
った。建設部門では，ベックジェコンクリート（1975），韓国舗装建設・高
麗港湾開発・韓国都市開発（以上，1976），ハンラ開発（1977）をそれぞ
れ設立し，５社体系となった。また，国際総合金融（1976）を設立し，さ
らに金融部門を強化した。
次に重工業部門では，現代造船重工業（1973）の設立を柱に，事業活動
を強化した。まず，現代アルミニウム工業（1973），現代鋼管（1973），蔚
❷ ハラン加工 流通・広告 1988 − − − − クンガン開発産業 1988
① クンガン企画 流通・広告 1983 ◎ − − − − −
① ハンムショッピング 流通・広告 1987 ◎ − − − − −
① 現代電子産業 電機電子 1983 ◎ − − − − −
① 現代乗降機 電機電子 1984 − − 現代エレベータ 1987 − −
① 現代アランブランドリ 電機電子 1989 ◎ − − − − −
① 現代テックシステム 電機電子 1990 ◎ − − − − −
① 現代石油化学 石油化学 1988 − − − − − −
❷ セイル製油 石油化学 1982 ◎ −
❷ クックトン製油 石油化学 1993 − − 現代製油 ？ − −
① 韓国アラスカ開発 サービス 1985 ◎ −
① 現代資源開発 サービス 1990 ◎ − − − − −
① 現代文化新聞 サービス 1990 ◎ − − − − −
❷ ソンイル商船 海運 1984 ◎ −
❷ シンハン海運 海運 1985 − − − − 現代商船 1985
❷ 東海商船 海運 1985 − − − − 現代商船 1985
❷ 高麗商船 海運 1987 − − 現代商船 1987
① ハンソ海運 海運 1987 ◎ − − −
凡例）表２と同じ
（資料：表２と同じ）
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山造船所（1973），現代総合技術開発（1974），蔚山鉄鋼（1974），現代精
工（1977），現代エンジン・現代重電機・キョンイルヨット産業（以上，
1978），など8社を設立した。そしてヒョムン産業（1977），大韓アルミニ
ウム・仁川製鉄・仁川合金鉄（以上。1978），など4社を買収した。
さらに石油化学部門では高麗化学・ウルサン化学（以上，1974）を買収
し，運送流通部門ではアジア商船（1976）を設立した。その他に，クンカ
ン木材工業（1978），アサン社会福祉財団（1977）を設立し，事業の多角
化を展開した。また，当時の韓国政府の輸出振興政策に対応する形で，現
代総合貿易商社（1977）を設立し，貿易部門の事業活動を積極的に取り組
んだ。
（3）1980年代以降
1980年代の現代企業集団の事業活動は，既存の中核部門を強化するとと
もに，金融部門・流通広告部門・電機電子産業・石油化学部門・サービス
部門の新規事業を中心に展開された。
現代企業集団の中核事業部門である建設・重工業・自動車部門は，1980
年代中盤以降，積極的に強化するようになった。建設部門では現代重装備
（1989）を，自動車部門ではケピコ（1983）を，重工業部門ではハンラエ
ンジニアリング（1980），ナンモク鉄製・蔚山船製（以上，1981），韓国電
動機産業（1985），現代ロボット（1986），現代鉄塔（1988），現代重機産
業（1989）をそれぞれ設立した。
次に新規事業活動をみると，金融・流通広告・電機電子部門・石油化学
部門・サービス部門・輸送部門など，様々な部門で，積極的に事業活動を
展開した。金融部門では，東邦火災海上保険（1983），江原銀行（1986）
を買収するとともに，現代経済社会研究院（1986），現代投資自問（1988）
を設立した。流通・広告部門では，ジュンウォン総合通商（1984），トレ
イドショッピング（1987），ハラン加工（1988）を買収するとともに，ク
ンガン企画（1983），ハンムショッピング（1987）を設立した。
電機電子部門では，現代電子産業（1983），現代乗降機（1984），現代ア
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ランブランドリ（1989），現代テックシステム（1990），など５社を設立し
た。そして石油化学部門では，現代石油化学（1988）を設立するとともに，
セイル製油（1982），クックトン製油（1993）を買収した。サービス部門
では，韓国アラスカ開発（1985），現代資源開発・現代文化新聞（以上，
1990）をそれぞれ設立した。さらに運送部門では，シンハン海運（1985），
東海商船（1985），高麗海運（1987）を買収するとともに，ソンイル商船
（1984），ハンソ海運（1990）を設立した。
その結果，1993年現在，現代企業集団は，計50社から企業内ネットワー
クが形成された。それは，主に重工業部門14社，建設部門6社，自動車部門
3社などの中核部門と，金融6社，電機電子4社，流通・広告4社，石油化学
3社などの関連・非関連部門とに系列化されている。
このように，現代企業集団の企業活動は，各時期別に明確である。まず
1950年代初期までは建設部門のみで企業活動を展開した。次に1960年代中
盤からは，自動車・機械などの重工業部門に進出し，金融部門にも進出し
た。さらに，1970年代は流通・化学・木材部門に進出した。しかし1980年
代は電機電子・広告・石油化学・マスコミ・流通部門を強化し，本格的に
企業活動を展開し，その結果，今日の韓国の主要企業集団として成長した。
３．ラッキ金星（現LG）企業集団
（1）1950年代
表４は，ラッキ金星企業集団の企業内ネットワークの形成過程を示す。
まず1950年代のラッキ金星企業集団の企業活動は，化学・貿易・電機電子
部門を中心に展開された。
まず1947年ラッキ化学工業社（現LG，1947）の設立を契機に企業活動を
展開した。創立初期の事業活動は，主にクリーム事業およびクリーム容器
に関するプラスチック製造事業であった。これら事業部門は，当時の生活
必需品の不足と政府の輸入代替政策により，独占市場を形成し，大幅に成
長した。これをもとに，朝鮮アルマイト工業（1951）を買収するとともに，
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表４　ラッキ金星（現LG）企業集団の企業内ネットワーク
区分 企業名 部門 設立 93年 解散
社名変更 吸収合併
現在 新社名 年度 企業 年度
① ラッキ化学工業社 石油化学 1947 − − ラッキ 1974 − −
❷ 朝鮮アルマイト工業 石油化学 1951 − − − − ラッキ化学工業社 1951
❷ 東洋電機化学 石油化学 1952 − − − − ラッキ化学工業社 1953
① ラッキ油脂工業 石油化学 1959 − − − − ラッキ化学工業社 1968
① ラッキ産業 貿易 1953 − − バンド商事 1956 − −
ラッキ金星商事 1984
① 金星産業社 電機電子 1957 − − − − 金星社 1958
① 金星社 電機電子 1958 ◎ − − − − −
① ラッキビニル工業 石油化学 1962 − − ラッキ化学工業社 1966
① サンヨン樹脂工業 石油化学 1964 − 1981 − − − −
① 韓国コンチネンタルカーボン 石油化学 1966 − − − − ラッキ化学工業社 1991
① 湖南製油 石油化学 1967 ◎ − − − − −
① 韓国ケーブル工業 電機電子 1962 − − − − 金星社 1966
① ソンイェ社 電機電子 1965 − 1981 − − − −
① ソンチョル社 電機電子 1965 − 1981 − − − −
① ソンア社 電機電子 1966 − 1981 − − − −
① ソンジャン社 電機電子 1966 − 1981 − − − −
① 金星部品 電機電子 1966 − − − − 金星社 1992
① ソンヨ社 電機電子 1967 ◎ − − − − −
① ソンウン社 電機電子 1967 − − 金星ポスター 1971 − −
① 金星販売 電機電子 1968 − − − − 金星社 1971
① ソンジュ社 電機電子 1968 − − − − 金星社 1971
① 金星通信 電機電子 1969 ◎ − − − − −
① 金星電線 電機電子 1969 ◎ − − − − −
❷ シンジョン運輸 運輸 1968 − − シンジョン油業 ？ 大韓油造船 1989
❷ 国際新聞 マスコミ 1964 − 1980 − − − −
❷ 慶南日報 マスコミ 1964 − 1980 − − − −
❷ ヨンアン福祉財団 サービス 1969 ◎ − − − − −
① ラッキ開発 建設 1969 ◎ − − − − −
① 金星電工 重化学 1971 − − − − 金星通信 1991
① 金星計電 重化学 1974 ◎ − − − − −
① ラッキ舗装 重化学 1974 − − 金星産電 1987 − −
① 金星精密 重化学 1976 ◎ − − − − −
① バンド鉄鋼 重化学 1977 − − − − セヨン産業 1979
① オンサン銅精錬 重化学 1975 − − − − 韓国銅精錬 1978
❷ 韓国鉱業精錬 重化学 1971 − − 韓国銅精錬 1974 − −
ラッキ金属 1989
❷ クンガン電線 重化学 1976 − − − − 韓国銅精錬 1976
❷ ドングック重工業 重化学 1977 − − − − 金星ポスター 1977
❷ 国際精密 重化学 1978 − − − − バンド商事 1978
❷ 金星計装 重化学 ？ − − − − − −
❷ サンキョン石油 石油化学 1972 ◎ − − − − −
① セバン製油 石油化学 1970 ◎ − − − − −
① ラッキ石油化学 石油化学 1978 ◎ − − − − −
① ラッキポリケミカル 石油化学 1979 ◎ − − − − −
① 金星電子 電機電子 1970 − − − − 金星社 1973
① 金星アルプス電子 電機電子 1970 ◎ − − − − −
❷ 国際電線工業 電機電子 1977 ◎ − − − − −
❷ シンヨン電機 電機電子 1978 − − − − − −
❷ ソフン電機 電機電子 1978 − 1982 − − − −
❷ ソウン電子 電機電子 1978 − − − − バンド商事 1978
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❷ ソウル電子 電機電子 1978 − − − − バンド商事 1978
❷ 大韓半導体 電機電子 1979 − − 金星情報通信 1990 − −
❷ ボンハン火災海上保険 金融 1970 − − ラッキ火災海上保険 1989 − −
① 湖南タンカー 流通 1972 ◎ − − − − −
① 大韓油造船 建設 1971 ◎ − − − − −
① 金星通信 建設 1974 ◎ − − − − −
① ラッキ海外建設 建設 1977 − − − − ラッキ開発 1979
❷ ヒソン金属工業 サービス 1974 ◎ − − − − −
❷ ヨンアン学園 サービス 1973 ◎ − − − − −
❷ 釜山文化放送 サービス 1971 − 1980 − − − −
❷ 普州文化放送 サービス 1971 − 1980 − − − −
❷ バンドスポーツ サービス 1977 − − − − バンド商事 1992
① 韓国データ通信 電機電子 1982 − 1985 − − − −
① 韓国マイクロニックス 電機電子 1983 ◎ − 金星マイクロニックス ？ − −
① ヒソンインケルハード 電機電子 1983 − 1992 韓国インケルハード ？ − −
① 金星光通信 電機電子 1984 ◎ − − − − −
① 金星医療機器 電機電子 1984 ◎ − − − − −
① 金星ソフトウェア 電機電子 1985 ◎ − − − − −
① 金星日立 電機電子 1986 ◎ − − − − −
① 金星マグネティック 電機電子 1986 − − − − 金星社 1987
① 金星エレクトロン 電機電子 1989 ◎ − − − − −
❷ サンウ特殊金属 重工業 1982 ◎ − − − − −
① 金星ハニウェル 重工業 1984 ◎ − − − − −
① 金星特殊機器 重工業 1987 − − − − 金星産電 1993
❷ ヒョウォン建設 建設 1988 − − ヒソン観光開発 1988 − −
❷ シンジョン開発 建設 1988 − − − − LG流通 1988
① ラッキ・DCシリコン 石油化学 1983 ◎ − − − − −
① ヨスエナジー 石油化学 1984 − − 湖油エナジー 1991 − −
① ラッキオルライドプラスチック 石油化学 1989 ◎ − − − − −
① シルトロン 石油化学 1990 ◎ − − − − −
① ラッキエポックシ 石油化学 1990 ◎ − − − − −
① ラッキオウォンスコリン 石油化学 1990 ◎ − − − − −
① ラッキMMA 石油化学 1991 ◎
❷ ジョンウエナジー 石油化学 1985 − − − − ヨスエナジー 1985
❷ アンジン製薬 石油化学 1990 − − − − ラッキ 1991
❷ 国際証券 金融 1980 − − ラッキ証券 1982 − −
❷ 釜山投資金融 金融 1980 ◎ − − − − −
❷ 金星ファクトリング 金融 1981 − − − − LG信用カード 1988
❷ デボ証券 金融 1983 − − − − ラッキ証券 1983
❷ 東海総合信用金庫 金融 1985 − − ブミン総合信用金庫 ？ − −
❷ コリアンエクスプレス 金融 1987 − − LG信用カード 1988 − −
① ラッキ自動車損保サービス 金融 1986 ◎ − − − − −
① ラッキ投資自問 金融 1988 ◎ − − − − −
① 金星自販機 サービス 1981 − − − − 金星産電 1989
① ラッキ金星スポーツ サービス 1983 − − LGスポーツ 1991 − −
① LGエード サービス 1984 ◎ − − − − −
① エスティエム サービス 1987 ◎ − − − − −
① ラッキ経済研究所 サービス 1993 ◎ − − − − −
凡例）表２と同じ
（資料：表２と同じ）
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東洋電機化学（1952）とラッキ油脂工業（1959）を設立した。このよう
に，ラッキ化学工業は，化学部門を中心に企業活動を展開するともに，早
い段階から系列企業を組織化することに成功した（チョウ，1993；ユ，
1996；チェ，1996）。
また，上述したように化学部門の成長を基盤として，ラッキ産業（1953）
を設立し，貿易部門に新規事業活動を展開した。さらに，電機電子部門で
は，金星産業社（1957），金星社（1958）を設立し，他の企業集団よりも
早い段階で，事業活動を展開した。
（2）1960年代
この時期のラッキ金星（現LG）企業集団の企業戦略は，化学・電機電子
部門の既存の事業活動を強化すること，そして金融・建設・重工業・サー
ビス部門の新規事業活動を展開することであった。
まず既存の事業活動をみる。化学部門では，ラッキビニル工業（1962），
サンヨン樹脂工業（1964），韓国コンチネンタルカーボン（1966）をそれ
ぞれ設立した。また化学部門との関連性を考慮し，湖南製油（1967）を設
立し，石油化学部門を体系化した。
次に電機電子部門では，主力企業である金星社を支援する形で，多くの
関連企業を設立した。それは，韓国ケーブル工業（1962），ソンイェ社・ソ
ンチョル社（以上，1965），ソンア社・ソンジャン社・金星部品（以上，
1966），ソンヨ社・ソンウン社（以上，1967），金星販売・ソンジュ社（以
上，1968）を設立し，金星社を中心とする一連の電機電子生産体系を形成
した。
さらに，金星社の事業部門の拡大により，金星通信と金星電線を分離設
立（1969）し，通信と電線部門へ進出した。また流通部門では，シンジョ
ン運輸（1968）を買収した。マスコミ部門では国際新報・慶南日報（以上，
1964）を買収した。建設部門ではラッキ開発（1969）を設立した。その
他，ヨンアン福祉財団（1969）を買収し，文化教育事業活動を展開した。
以上のように，ラッキ金星企業集団は，他企業集団より早い段階から事
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業の多角化が展開された。
（3）1970年代
この時期のラッキ金星企業集団の企業活動は，当時政府の重化学工業政
策に対応する形で，新規事業部門を開拓するよりも既存部門を積極的に強
化することであった。
まず重化学部門では，金星電工（1971），金星計電・ラッキ舗装（以上，
1974），金星精密（1976），バンド鉄鋼（1977），オンサン銅製錬（1978）
をそれぞれ設立し，韓国鉱業精錬（1971），クンガン電線（1976），ドング
ック重工業，国際精密（1978），金星計装6）などを買収した。
また，石油化学では，サンキョン石油（1972）を買収するとともに，セ
バン製油（1970），ラッキ石油化学（1978），ラッキポリケミカル（1979）
を設立し，石油化学部門の関連産業を強化した。また電機電子部門では，
金星電子・金星アルプス電子（以上，1970）を設立し，系列化が進展され
た。さらに，国際電線工業（1977），シンヨン電機・ソフン電機・ソウン
電子・ソウル電子（以上，1978），大韓半導体（1979）をそれぞれ買収し，
半導体部門での事業体制を強化した。
さらに金融部門ではボンハン火災海上保険（1970）を買収し，流通部門
では湖南タンカー（1972）を設立した。また建設部門では，大韓油造船
（1971），金星通信（1974），ラッキ海外建設（1977）を設立し，中東地域
での建設事業にも積極的に参加した。さらに，宝石加工部門のヒソン金属
工業（1974），ヨンアン学園（1973），バンドスポーツ（1977）を買収し，
サービス部門に活発的に事業展開を行った。そのほか，マスコミ部門では，
釜山文化放送・晋州文化放送（以上，1971）をそれぞれ買収した。
とりわけ，この時期の企業活動は，重工業部門の強化がみられ，鉄鋼・
機械・金属・製錬部門での系列化が進展されたこと，電機電子部門の半導
体事業を強化したこと，そして既存の保険業とともに証券・信用部門に進
出し，金融部門を強化したことが中心であった。
（4）1980年代以降
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1980年代のラッキ金星企業集団の戦略は，電機電子・重工業部門・石油
化学・金融部門を強化することであった。
まず電機電子部門では，韓国データ通信（1982），韓国マイクロニック
ス・ヒソンインケルハード（以上，1983），金星光通信・金星医療機器（以
上，1984），金星ソフトウェア（1985），金星日立・金星マグネティック
（以上，1986），金星エレクトロン（1989）など８社を設立し，積極的に事
業活動を行った。
また重工業部門では，サンウ特殊金属（1982）を買収するとともに，金
星ハニウエル（1984），金星特殊機器（1987）をそれぞれ設立した。さら
に，ヒョウォン建設・シンジョン開発（以上，1988）を買収し，建設部門
にも積極的に参加した。
次に石油化学部門では，６社を新規設立するとともに，２社を買収し，
この部門の系列組織の再編がみられた。新たに設立された企業は，ラッキ
DCシリコン（1983），湖油エナジー（1984），ラッキオルライド・プラスチ
ック（1989），シルトロン・ラッキエポックシ（以上，1990），ラッキオウ
ェンスコリン（1990），ラッキMMA（1991）などである。また買収企業
は，ジョンウエナジー（1985），アンジン製薬（1990）である。
最後に金融部門では，国際証券・釜山投資金融（以上，1980），金星フ
ァクトリング（1981），デボ証券（1983），東海総合信用金庫（1985），コ
リアンエクスプレス（1987）などを買収するとともに，ラッキ投資自問
（1988），ラッキ自動車損害サービス（1993）を設立し，金融部門での事業
活動をより積極的に展開した。この他，金星自販機（1981），ラッキ金星
スポーツ（1983），LGエード（1984），ラッキ経済研究所（1986），エステ
ィエム（1987）を設立し，サービス部門を強化した。
その結果，1993年現在，ラッキ金星企業集団は，計56社の系列企業を持
つ。とりわけ，石油化学12社，電機電子部門12社，重工業部門９社，金融
部門８社など４つの部門の系列企業数は全体系列数の73％を占めており，
これらの部門を中心に企業内ネットワークが形成されたと言える。また，
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ラッキ金星企業集団の企業活動の特徴は，他の企業集団に比較して新規部
門に最も早く進出し，企業活動の多角化を図ったことである。
４．大宇企業集団
（1）1960年代〜1970年代
表５は，大宇企業集団の企業内ネットワークの形成過程を示す。
大宇企業集団は，1967年大宇実業の設立を契機に，貿易部門の企業活動
を展開した。大宇企業集団は，他の企業集団に比較して20余年遅れて企業
活動を展開したが，政府による積極的支援と軽工業中心の輸出戦略により，
短期間に急速な成長を遂げた。
その結果，1980年代には韓国４大企業集団の地位を構築するようになっ
た。大宇の初期貿易活動の主要内容は，繊維部門の仲介貿易であった。大
宇は繊維部門の輸出増大によって資本が蓄積された。さらに輸出活動を安
定的に展開するために製造業への参与と貿易活動の資金調達を円滑にする
ために金融部門に新規事業を展開した。
とりわけ，他の企業集団と比較すると，新規事業活動の際には新規企業
の設立よりも既存企業の買収を積極的に展開した。これは，大宇企業集団
の企業活動が他の企業集団より遅れて展開されたことに起因すると言える
（ユ，1996）。
1970年代の大宇企業集団は，既存の繊維部門および金融部門を強化する
とともに，電機電子部門を中心に本格的に企業活動を展開する。まず，グ
ックドン繊維（1970）を買収し，大宇実業と合併することにより，貿易部
門と生産部門を連結させた。
次に繊維部門の貿易部門を集中的に強化するため，高麗皮革（1972），
サンミ繊維・オソン染織・デウォン繊維・シンソン通商（以上，1973），
ナショナル衣類（1974），など６社を買収した。また電機電子部門では，
オソン電子（1973），セハン電機・デヨン電子・ジジョン社・ジヨン社・ド
ンフン電機（以上，1978）など５社を買収するとともに，大宇電子（1974）
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表５　大宇企業集団の企業内ネットワーク
区分 企業名 部門 設立
93年
現在
解散 社名変更 吸収合併新社名 年度 企業 年度
① 大宇実業 貿易 1967 − − 大宇 1982 − −
❷ グックドン繊維 繊維 1970 − − − − 大宇実業 1970
❷ 高麗皮革 繊維 1972 − − − − 大宇実業 1984
❷ サンミ繊維 繊維 1973 − − − − 大宇実業 1973
❷ オソン染織 繊維 1973 − − − − 大宇実業 1973
❷ デウォン繊維 繊維 1973 − − − − 大宇実業 1973
❷ シンソン通商 繊維 1973 − 1984 − − − −
❷ ナショナル衣類 繊維 1974 − − − − 大宇実業 1973
❷ オソン電子 電機電子 1973 − − − − 大宇電子 1974
❷ セハン電機 電機電子 1978 − − − − 大宇電子 1978
❷ デヨン電子 電機電子 1978 − − − − 大宇電子 1978
❷ ジジョン社 電機電子 1978 − − − − 大宇電子 1978
❷ ドンフン電機 電機電子 1978 − − − − 大宇電子 1978
① 大宇電子 電機電子 1974 ◎ − − − − −
❷ 東洋証券 金融 1971 − − 大宇証券 1983 − −
① 東洋投資金融 金融 1973 − 1990 大宇投資金融 1978 − −
❷ 大宇機械 重工業 1973 − − − − 大宇重工業 1976
❷ デソン工業 重工業 1975 ◎ − − − − −
❷ シンジン自動車工業 重工業 1976 − − 大宇重工業 1976 − −
❷ 韓国機械工業 重工業 1976 − − − − 大宇重工業 1976
❷ 東国精密機械工業 重工業 1976 − − − − 大宇重工業 1976
❷ オクポ造船所 重工業 1978 − − 大宇造船工業 1978 − −
① 大宇アイティティ 重工業 1979 − − − − 大宇造船工業 1990
① ソルアク開発 建設 1977 − 1984 − − − −
❷ テチャン企業 建設 1978 − 1982 − − − −
❷ ジェチョル化学 石油化学 1977 − 1989 − − − −
❷ プングック製油 石油化学 1978 − 1989 − − − −
❷ セハン自動車 自動車 1978 − − 大宇自動車 1983 − −
❷ ソジン 製造 1977 − − − − 大宇精密 1983
❷ シンア造船工業 製造 1978 − − − − 大宇重工業 1991
❷ デヤン商船 流通 1977 − 1984 − − − −
① 大宇トレイド開発 サービス 1976 − − ドンファ開発 1978 − −
① 大宇エンジニアリング サービス 1976 − 1992 − − − −
① 大宇学園 その他 1972 − − − − − −
① アジュ大学校 その他 1976 − − − − 大宇学園 1976
① 大宇文化福祉財団 その他 1978 ◎ − − − − −
① マスコミ財団 その他 1981 ◎ − − − − −
① シンソン通商 繊維 1982 − 1984 − − − −
❷ 大韓電線（家電部門） 電機電子 1983 − − − − 大宇電子 1983
❷ 大韓コンデンサー 電機電子 1983 − − 大宇電子部品 1983 − −
❷ ドンソン電子工業 電機電子 1983 − − − − 大宇電子 1983
❷ クァンジン電子工業 電機電子 1983 − − − − 大宇通信 1983
❷ オリオン電機 電機電子 1983 ◎ − − − − −
❷ 大韓通信工業 電機電子 1980 − − − − オリオン電子工業 1981
❷ オリオン電子工業 電機電子 1981 − − 大宇通信 1983 − −
① 大宇キャリアー 電機電子 1986 ◎ − − − − −
① 大宇ジャテック 電機電子 1989 − ？ − − − −
① 韓国産業電子 電機電子 1988 ◎ − − − − −
① オリオン電機部品 電機電子 1990 ◎ − − − − −
① 大宇精密 製造 1981 ◎ − − − − −
① 大宇自動車部品 製造 1984 − − 大宇電機 ？ − −
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を設立した。
さらに金融部門では，東洋証券（1971）を買収するとともに，東洋投資
金融（1973）を設立し，関連企業への融資などの資金調達を円満に行った。
その後，1970年代中盤〜1980年代初期は，電機電子部門の強化，重工業・
建設・サービス業部門への新規進出を展開し，企業の主力部門の再編がみ
られた。
まず電機電子部門では，大韓通信工業（1980），オリオン電子工業（1981）
を買収した。重工業部門では大宇機械（1973），デソン工業（1975），シン
ジン自動車工業・韓国機械工業・東国精密機械工業（以上，1976），オク
ポ造船所（1978），など6社を買収するとともに，大宇アイティティ（1979）
を設立した。また，建設部門では，ソルアク開発（1977）を設立し，テッ
チャン企業（1978）を買収した。
一方，石油化学部門では，ジェチョル化学（1977）とプンッグ製油（1978）
を買収し，自動車部門では，セハン自動車（1978）を買収した。その他の
製造部門では，ソジン（1977），シンア造船工業（1978）をそれぞれ買収
した。流通部門では，デヤン商船（1977）の買収を通じて，そしてサービ
ス部門では大宇トレイド開発・大宇エンジニアリング（以上，1976）の設
立を通じて，それぞれの部門で事業を展開した。
また，学園・文化・マスコミ部門では，大宇学園（1972）を設立，アジ
ュ大学（1976）を買収した。また大宇文化福祉財団（1978），マスコミ財
団（1981）をそれぞれ設立した。とりわけ，1970年代は，大宇企業集団の
① 大宇ＨＭＳ 製造 1984 − − − − 大宇電機 1989
① コラムプラスチック 製造 1985 ◎ − − − − −
❷ 慶南企業 建設 1984 ◎ − − − − −
❷ 慶南金属 建設 1984 ◎ − − − − −
❷ サンボ証券 金融 1983 − − − − 大宇証券 1983
① 大宇経済研究所 金融 1984 ◎ − − − − −
① 大宇投資自問 金融 1988 ◎ − − − − −
① 大宇シコスキ航空 サービス 1986 ◎ − − − − −
① 大宇情報システム サービス 1989 ◎ − − − − −
凡例）表２と同じ
（資料：表２と同じ）
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企業内ネットワークの骨格が形成された時期であり，多様な事業部門で企
業活動を展開した。
（2）1980年代以降
1970年代に急速的な事業拡大により，多様な事業部門を補完・強化する
とともに体系化を図ることが必要となった。したがって，1980年代以降の
大宇企業集団の主要企業活動は，新規企業活動よりも既存部門を強化する
ことであった。
まず，主力部門の組織再編を行い，シンソン通商（1982）を独立設立し，
高麗レジャーを吸収合併することにより，繊維部門を縮小した。また電機
電子部門では，大韓電線の家電部門と大韓コンデンサー・ドンソン電子工
業・クァンジン電子工業・オリオン電機（以上，1983）など５社を買収す
るとともに，大宇キャリアー（1986），大宇ジャテック（1989），韓国産業
電子（1988），オリオン電子工業（1990），など４社を設立した。さらにそ
の他の製造部門では，大宇精密（1981），大宇自動車部品・大宇HMS（以
上，1984），コラムプラスチック（1985）を設立した。
また，建設部門では慶南企業・慶南金属（以上，1984）の買収を通じて，
金融部門ではサンボ証券（1983）の買収と大宇経済研究所（1984），大宇
投資自問（1988）の設立を通じて，事業多角化を展開した。またサービス
部門では，大宇シコスキ航空（1986），大宇情報システム（1989）をそれ
ぞれ設立した。
このように企業活動を通じて，大宇企業集団の主力部門は，創立当初の
繊維部門を中心とした貿易部門から電機電子・重工業・自動車部門に再編
された。その結果，1993年の大宇企業集団の主力部門は，創立当初の繊維
部門が大きく縮小され，電機電子・重工業・自動車の系列企業を中心に企
業内ネットワークが形成されるようになった。
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Ⅲ　企業内ネットワークの形態と空間構造
ここでは，韓国の４大企業集団の企業内ネットワークの形態と空間的構
造を分析する。Scott and Griff（1987），キム（1997）によると，大企業集団
内に形成される企業内ネットワークは，主に①所有関係，②統制関係7），
③債務関係（負債）8），④取引関係9），⑤経営関係，などから形成される。
ここでは，経営関係および所有関係を事例に，企業内ネットワークの形態
と空間的構造を分析する。
その根拠は，以下の通りである。まず経営関係は，企業の組織化を理解
する上に最も重要な指標であり，意志決定あるいは系列化によって企業内
ネットワークが構築されるからである。次に所有関係は，株式投資を通じ
た資本的取引形態であり，系列企業の間に株式所有と相互信用を結合する
機能を持つ。したがって，これらは，企業ネットワークを形成する最も基
本的手段であるであると言える。
１．三星企業集団
（1）経営関係による企業内ネットワーク
ここでは，三星企業集団の経営構造をみる。三星企業集団は，1993年現
在，54社の系列企業を所有する。三星の企業組織は，最高経営者である会
長を頂点に，企業集団全体的経営を担当する会長秘書室が存在する。そし
て事業部門別に個別企業が系列化されている。
図１は，経営組織の空間的配置を示す。三星企業集団の事業組織は，多
核心部門とその支援部門に大別される。多核心部門は，電機電子・重工業・
石油化学などの重化学工業部門と食品・繊維などの軽工業部門から構成さ
れる。次に支援部門は，核心部門を直接・間接的に支援する活動を展開し
ており，貿易・流通広告・金融およびサービス部門から組織される。個別
の系列企業は，所属事業部門の中核企業から支援・管理・規制を受けなが
ら事業活動を展開する。
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図１　三星企業集団の経営組織と企業内ネットワークの空間的構造
会長
①企業内ネットワークのソウル集積構造
②企業内ネットワークのソウル－地方間結合構造
凡例：　　ソウル，　　　　地方をそれぞれ指す。
（第１表の資料により，著者作成）
重工業（５社）電機電子（15社）
サービス（11社）
石油化学（４社）
第一合繊（大邱）三星ライオンズ（大邱）
三星ライオンズ（大邱）
光州電子（光州）
三星精密化学（蔚山）
三星総合化学（忠清南道）
三星航空（昌原）
三星ユナイテット（昌原）
三星クレクナ （ー忠清南道）
新世界大田駅舎（大田）
会長秘書室
繊維部門（３社）
貿易部門（１社）
食品（３社）
建設部門（２社）
三星物産 三星総合建設
三星エンジニアリング
三星石油化学
第一シバガイキ
第一毛織
ハイクリエーション
三星重工業
三星クラック
三星電子
三星電官
三星コニン
韓国電算
三星電機
三星時計
三星医療機器
三星 HIP
三星データシステム
三星シンイェツシリコン
三星エマソン電機
サムテック
アイエスティ
第一製糖
韓国コキン
第一冷凍食品
流通広告（４社） 金融部門（６社）
新世界百貨店
第一企画
第一ボジェル
中央日報
中央開発
ホテル新羅
三星医療院
高麗ホンジン
ヨンポレジャー開発
韓国安全システム
朝鮮ホテル
デギョンビル
東邦ビル管理
三星生命**
三星火災
三星経済研究所
三星信用カード
三星投資自問
三星生命サービス
150
三星企業集団の経営組織からなる企業内ネットワークの空間的構造は，
おおむねソウル内部に集積・完結されている。しかし，製造部門からなる
多核心事業部門での空間構造は，支援部門に比較して，ソウル−地方間結
合が存在する。それは，阿部（1996）が指摘したように，地方都市に本社
をおく製造業部門の生産と管理部門の分離形態が低いことと関連すると言
える。
以下では，重化学工業部門を事例に，企業内ネットワークの空間的構造
を分析する。重化学工業部門は，主に電機電子・重工業・石油化学部門か
ら構成される。まず電機電子部門をみる。1993年現在，それは，三星電子
を中核に，家電，半導体，コンピュータ ・ー光通信，そしてその他，の4つ
の事業部門に組織化されている。まず家電では，三星電子の傘下に，三星
電官と三星電機が1次的に垂直系列化される。さらに三星電官は三星コニ
ンを，三星電機は三星エマソン電機を，そして三星コニンは大韓精密化学
をそれぞれ2次的に垂直系列化している。すなわち，家電部門の系列化によ
る企業内ネットワークの空間構造は，第1次および第2次的系列化がソウル
内部で完結されており，第３次的系列化の一部がソウル−地方本社組織間
結合の形態を持つ。
半導体部門では，三星シンイェツシリコンが三星電子の傘下に垂直系列
化され，ソウル内部での系列化が展開される。また，コンピューター・光
通信部門では，三星データシステム・三星医療機器・韓国電算・サンテッ
クなど，ソウル本社組織4社により，水平系列化され，ソウル内部で企業内
ネットワークが構築されている。そしてその他の部門では，三星時計・光
州電子・アイエスティの3社が，三星電子の傘下に組織化されており，その
空間構造は，ソウル地域内の完結形態とソウル−地方間結合の重層的系列
化が確認された。
次に，重工業部門をみる。重工業部門の経営組織は，三星重工業（ソウ
ル）と三星航空（昌原）の２社から構成され，空間配置は，ソウル−地方
間の水平的系列化が進展されている。まず三星重工業の主要事業は，機械・
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重装備・造船・建設部門であるが，機械では三星クレコナが，重装備では
三星クラークが，それぞれ三星重工業の傘下に垂直系列化されている。空
間構造をみると，機械はソウル−地方間，重装備はソウル内部で，企業内
ネットワークが構築されている。これに対して三星航空の主要事業は，航
空機・光電子・防衛事業・工場自動化であり，航空では，三星ユナイテッ
ト航空のみを垂直系列化されており，初めて地方内部の企業内ネットワー
クが構築されている。
そして最後に，石油化学部門をみる。この部門では，三星石油化学を中
心に三星総合化学が１次的に垂直系列化されている。また三星総合化学は，
三星精密化学と第一シバガイキを２次的に垂直系列化する。その空間構造
は，ソウル−地方間，そしてソウル内部で，企業内ネットワークを構築す
る。
このように，三星企業集団の経営組織による企業内ネットワークの空間
構造は，おおむねソウル内部に完結されていると言える。しかし，一部で
はあるが，製造部門からなる多核心部門では，ソウル−地方間のネットワ
ーク形態が確認された。これに対して，金融・流通・サービス部門が中心
となる支援部門では，ほぼソウル内部の完結された形態を持つ。
（2）所有関係による企業内ネットワーク
ここでは，三星企業集団の所有構造と系列企業の本社組織の空間的配置
構造との関係を考察する。図２は，三星企業集団の株式所有支配構造と系
列企業の本社組織の空間配置を示す。三星企業集団の株式所有構造の空間
構造は，以下の４つの特徴を持つ10）。
第１は，所有経営者である李氏同族が中核企業の株式を直接的に所有す
る点である。李氏同族は，系列企業に対する出資比率が高い６社の中核企
業の株式を直接所有しており，三星生命保険（24.5％），第一製糖（13.0
％），新世界百貨店（22.2％）の第１大株主であり，三星電子（5.9％），三
星物産（2.7％），第一毛織（3.3％）の第２の大株主である。とりわけ，三
星企業集団の最高意志決定者である李氏同族は，主にソウルを拠点として
韓国の４大企業集団における企業内ネットワークの空間形態
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図２　三星企業集団の所有関係による企業内ネットワークと空間的配置
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企業活動を展開する。この点は，最高経営陣（人的資源）のソウル集中形
態を示すと言える。
第２は，ソウルに本社組織を持つ6社の中核企業がおおむね各系列企業
の株式を所有していることである。中核企業とは，三星電子（電機電子部
門），三星生命保険（金融部門），第一毛織（繊維部門），三星物産（貿易部
門），第一製糖（食品部門），新世界百貨店（サービス部門）である11）。
第３は，ソウルに本社組織を持つ中核企業が相互出資により所有・支配
されている点である。まず三星生命保険には，第一製糖・新世界百貨店が，
三星電子には，三星生命保険・第一製糖・第一毛織などが，それぞれ出資
している。そして三星物産には，三星生命保険・第一製糖・第一毛織が出
資しており，ソウルを拠点とする中核企業を中心に企業内ネットワークが
形成している。とりわけ，これらの相互出資は三星企業集団の所有経営者
である李氏同族の所有支配を補完する役割も果たす。
第４は，地方に本社組織を置く非中核企業がソウルを拠点とする複数の
中核企業により所有されている点である。その例は，三星精密化学（蔚山）
は，三星電子・第一毛織・三星生命保険・三星物産・第一製糖など，ソウ
ルに本社組織を持つ５社の中核企業により，支配所有されている。
このように，所有関係からみた三星企業集団の企業内ネットワークは，
李氏同族による中核企業の所有，中核企業による非中核企業の所有，そし
て中核企業間による所有，によって形成されており，その空間的構造は，
経営構造と同様に，おおむねソウル地域で完結されていると言える。
２．現代企業集団
（1）経営関係による企業内ネットワーク
1993年現在，現代企業集団の経営組織は，会長を頂点に，企業集団全体
的経営方針を担当する総合企画室が存在する。現代企業集団の企業組織は，
中核生産関連部門（建設・重工業・自動車・石油化学・電機電子）とその
支援部門（貿易・サービス部門）に分けられている。ここで分化された各
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産業部門は，企業内の事業部の機能を果たしており，事業部に所属された
各系列企業は，事業部の機能組織の役割をする。とりわけ，現代企業集団
の企業組織の特徴は，他の企業集団に比較して貿易部門が中枢部門でない
ことである。
現代企業集団は，同企業集団の企業組織の拡大によって，会長の直接管
轄下の統制・調整が困難となった。そのために，個別産業部門に管理機能
を分担し，傘下にある系列企業をそれぞれ管理統制する。さらに会長の自
問機関である「総合企画室」を中心に，各産業部門・系列企業を調整管理
するとともに組織全体の事業を総括する。また，中核企業の代表が集まる
事業部長会議と系列社長が中心となる社長団会議を通じて，会長の直接的
意志決定と組織運営がより強く表明される（ミン，1993）。
図３は，経営組織の空間的配置を示す。企業内ネットワークの空間構造
は，おおむね製造部門と非製造部門にて異なる。それは，製造業部門の一
部では蔚山を拠点とする地方都市内部での企業内ネットワークが形成され
たこと，そして非製造業部門ではソウル内部で完結されていることである。
以下では，現代企業集団の中核部門である建設部門と重工業部門の空間構
造をみる。
まず建設部門をみる。それは，現代建設を中核に12），セメント製造部門，
建設施工部門，建設装備製造部門，そしてその他の支援部門，の系列企業
がそれぞれ組織化されている。その空間構造は，建設装備製造部門（現代
重装備）を除く，ほぼソウル内部で完結されている。セメント製造部門で
は，現代建設の傘下に現代セメントが垂直系列化されている。また現代セ
メントは，現代建設と建設施工企業である高麗産業開発・現代産業開発を
支援するように，組織化されている。さらに現代重装備は，建設装備を製
造するとともに，現代総合木材と現代アラスカ開発は建設資材を需給する
役割を果たす。
次に重工業部門をみる。集団内系列化は，現代重工業の主要事業を中心
に，垂直的に系列企業が配置されている。とりわけ，14社のうち，９社が
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図３　現代企業集団の経営組織と企業内ネットワークの空間的構造
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（図１と同じ）
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蔚山に本社組織を設置され，地方都市を中心とする企業内ネットワークが
形成された。
現代重工業の主要事業は，造船・鉄鋼・アルミニウム・機械・その他の
部門に分類できる。造船部門では，現代ミポ造船が一次垂直的系列化され，
韓国プレンジと現代精工が二次垂直的系列企業として存在する。鉄鋼部門
では，仁川製鉄と現代鋼管が1次系列化されており，現代鋼管は現代鉄塔を
２次系列化する。
アルミニウム部門では現代アルミニウムと大韓アルミニウムによる垂
直・水平的系列化が展開される。機械部門では，現代重電機，現代ロボッ
ト，韓国電動機産業が系列化されており，現代重電機は現代重機産業を２
次系列化している。そして現代エンジニアリングは，現代重工業内に分化
された具体的事業を包括的に支援するために，水平的に系列化されている。
最後に自動車部門では，現代自動車を中心に，部品を生産するケピコ，
販売を担当する現代自動車サービスに系列化され，企業内ネットワークの
空間構造がソウル地域内部に完結されることがわかる。
このように，現代企業集団の企業ネットワークの空間構造は，おおむね
ソウル地域内部に集積されているとは言え，重工業部門の企業内ネットワ
ークは，地方都市（蔚山）を拠点とするソウル−地方間結合の形態を持つ。
それは，生産部門と管理部門の分離形態が展開されなかったことと関連す
る。
（2）所有構造 による企業内ネットワーク
ここでは，現代企業集団の所有構造による企業内ネットワークの空間的
配置構造を分析する13）。図４は，現代企業集団の株式所有関係からみた系
列企業間結合の空間的構造を示す。その構造は，以下の４つの特徴を持つ。
第１は，鄭氏同族による直接投資ウェイトが高いことである。とりわけ，
鄭氏同族は，20社の系列企業の大株主で，中核企業のみならず，非中核企
業の開式を所有する。本社組織の空間的配置は，ソウル15社，地方５社で
あり，鄭氏同族の所有支配による企業内ネットワークは，ソウル地域を中
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図４　現代企業集団の所有関係による企業内ネットワークと空間的配置
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心に形成された。また，鄭氏同族は，非営利財団（アサン財団，ソウル所
在）を通じて，中核企業の株式を所有する。要するに，1992年現在，現代
建設の所有関係は，鄭氏同族11.0％，アサン財団7.2％である。また現代精
工は，鄭氏同族30.4％，現代重工業12.8％である。
第２は，中核企業の所有関係による企業内ネットワークがソウル−地方
間で構築されたことである。所有関係にみられる中核企業は，現代重工業・
現代建設・現代商船・現代自動車の4社である。まず現代重工業（蔚山）
は，ソウル５社，地方３社の第１株主であり，ソウル−地方間の企業内ネ
ットワークを構築する中核企業である。次に，現代自動車および現代商船
の出資による企業内ネットワークは，ソウルに完結されている。最後に，
現代建設は，ソウル３社，地方１社で，ソウル−地方間の企業内ネットワ
ークが構築された。
第３は，他の企業集団に比較して，中核企業間の相互出資が相対的に強
くないことである。相互出資をみると，現代重工業−現代商船・現代建設
間，現代自動車−現代建設・現代重工業間でみられ，その空間構造は，ソ
ウル内部とソウル−地方間の企業内ネットワークが形成された。この点は，
ソウルを拠点とする鄭氏同族による直接所有が，他の企業集団に比較して
相対的に多いことに関連する。
第４は，地方を拠点とする非中核企業がソウル拠点企業の中核企業によ
り一方的に所有されていることである。すなわち，現代鋼管は現代精工13.5
％，そして現代総合商事は現代自動車9.8％，によってそれぞれ支配されて
いる。
このように，鄭氏同族による所有関係が最も重要である現代企業集団の
企業内ネットワークは，中核企業と最高経営陣による支配・所有されてお
り，その空間的構造は，ソウル地域内・ソウル−蔚山間といった重層的構
造を構築していると言える。そのうち，企業集団の事業活動に重要な役割
を果たす最高経営人の活動中心地がソウルであることを考慮すれば，経営
陣の所有関係による企業内ネットワークはソウルに完結されていると言え
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る。
３．ラッキ金星（現LG）企業集団
（1）経営関係による企業内ネットワーク
まず経営関係を分析する。1993年現在，ラッキ金星企業集団は，56社の
系列企業から組織化される。ラッキ金星企業集団の経営組織14），企業集団
会長を介して，各産業部門別の中核企業が存在しており，その中核企業が
傘下の系列企業を分割・管理する。
とりわけ，会長はその補佐機関である会長室の自問を受け，企業集団の
企業組織の全体経営を総括する。また，各産業部門は，事業部形態を持っ
ており，最高責任者による組織運営が展開される。そして各系列企業は，
所属された事業部門の下位事業部および機能部署の役割をする。
図５は経営組織の空間的配置を示す。企業組織は，中核部門と関連部門
に大別される。まず中核部門は，石油化学・電機電子・重工業部門である。
次に関連部門は，金融・流通広告・貿易およびサービス部門で，中核部門
を間接的に支援する。しかし両部門間の関連性は他の企業集団に比較して
相対的に弱い（カン，1996；ユ，1996）。それは，３つの中核部門では，
個々の中核企業とその周辺企業との企業内ネットワークの骨格が整備され
ており，１つの事業部門で完結されているからである。
経営組織によるラッキ金星企業集団の企業内ネットワークの空間的構造
は，中核部門と関連部門では対照的である。まず中核部門では，ソウル内
部とソウル−地方間結合といった重層的空間構造を持つ。これに対して関
連部門では，ほぼソウル内部で完結されている。それは，事業内容と関連
すると言える。要するに，中核部門は，主に製造部門の事業活動を展開す
るために，その管理部門を生産部門とともに，釜山・亀尾などの韓国東南
圏の地方公団地区に設置していることと解釈できる。一方，サービス・金
融部門などの関連部門の企業内ネットワークのソウル集中は，経済的機会
の集中・政治行政的要因と密接的関連を持つ。
韓国の４大企業集団における企業内ネットワークの空間形態
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図５　ラッキ金星（現LG）企業集団の経営組織と企業内ネットワークの空間的構造
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②企業内ネットワークのソウル－地方間結合構造
（図１と同じ）
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まず中核部門をみる。石油化学部門は，化学部門のラッキ（現LG化学）
と石油部門のホナン製油（現LG-Caltex製油）が相互補完的・水平的ネット
ワークを構築しており，その空間構造は，ソウル内部で完結された。化学
部門では，製品別に一次垂直系列化された３社が存在するが，その空間構
造もソウル完結である。石油部門では，石油精製を主要事業とするホナン
製油を中心に，基礎油分部門で１社，合成樹脂部門で２社，そして輸送お
よび販売部門で３社がそれぞれ系列化され，ソウル中心の企業内ネットワ
ークが構築されている。とりわけ，石油部門は, 原料の輸送から精製およ
び製品の生産に至る一環生産体系が形成され，化学部門とも連関系列化さ
れている。
次に電機電子部門は，ソウルを拠点とする金星社（現LG電子）を中心
に，多様な事業部門で系列化が展開されている。金星社の主要事業は8つの
部門であり，部門別の系列化された企業数は，家電4社，通信機器1社，コ
ンピューター３社，半導体２社，光通信１社，その他の部門１社である。
とりわけ，家電部門のネットワーク構造は，釜山を中核とする韓国東南圏
で，半導体部門は，清州を中心に，それぞれ完結されている。通信機器・
コンピューター・光通信・その他の部門では，ソウル内部でほぼ完結され
ている。
最後に，重工業部門では，中核企業は存在せずに，電線・機械・産電・
製錬・金属などの事業部門が分化されており，企業内ネットワークがソウ
ル内部地域で完全に構築されている。系列化された企業数は，電線２社，
機械３社，産電２社，製錬１社，金属１社である。
（2）所有関係 による企業内ネットワーク
ここでは，ラッキ金星企業集団の所有構造による企業内ネットワークの
空間的配置構造を分析する15）。図６は，ラッキ金星企業集団の株式所有関
係からみた企業内ネットワークの形態を示す。その空間的構造は，以下の
３つの特徴を持つ。
第１は，具氏・許氏同族による中核企業の所有関係が強く，同族の所有
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第６図　ラッキ金星企業集団の所有関係による企業内ネットワークと空間的配置
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関係による企業内ネットワークの空間構造は，ほぼソウル地域内部に完結
されていることである。中核企業であるラッキと金星社・ラッキ金星商事
の３社を中心とする11社の大株主であり，そのネットワーク構造は，ほぼ
ソウル地域内部で構築されている。また，ラッキ金星企業集団は，事業創
立当時から具氏・許氏同族を中心に経営活動を展開した。その過程で，具
氏・許氏家族間の紛争を防ぐために，個々人の株式所有を徹底的に分散し
た。その結果，個々人の株式待合率は，他の企業集団に比較して相対的に
低い。
第２は，企業集団の中核企業間の連鎖支配関係による企業内ネットワー
クがソウル地域内部で完結されていることである。まずラッキ（株）によ
る金星社の支配，そして金星社によるラッキ金星商事の支配，がそれぞれ
みられ，中核企業間の連鎖支配関係による空間構造は，ソウル地域内部で
構築されていると言える。
第３は，ソウル−地方間の企業内ネットワークが複数の中核企業による
非中核企業の株式所有でみられたことである。すなわち，ラッキ・金星社・
ラッキ金星商事は，株式所有を通じて，多数の系列企業を支配・統制する。
その空間的構造をみると，ラッキ（ソウル）はソウル７社・地方３社，金
星社はソウル７社・地方６社，そしてラッキ金星商事はソウル３社，の株
式をそれぞれ所有しており，ソウル内部完結とソウル−地方間の企業内ネ
ットワークが認められる。
このように，ラッキ金星企業集団の所有構造による企業内ネットワーク
は，おおむね具・許氏同族による中核企業の所有，中核企業間の連鎖所有，
そして中核企業による非中核企業の所有，の３段階で形成されている。ま
た，その空間的構造をみると，第１段階および第２段階の所有構造はソウ
ル内部に完結されていることに対して，第３段階の所有関係から，初めて
ソウル−地方間の企業内ネットワークの形態が確認できると言える。
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４．大宇企業集団
（1）経営関係による企業内ネットワーク
1993年現在，大宇企業集団は，韓国の主要産業部門に29社の系列企業を
持つ。大宇企業集団は，企業組織の頂点に会長が存在しており，総合調整
室の補佐を受けながら，部門別系列企業を統合・支配・管理する。とりわ
け，総合調整室は，会長の補佐機関であり，最高責任者の職位は各部門別
最高責任者と同格である副社長レベルであることを考慮すれば，その役割
は非常に重要であると言える（ミン，1993；ソウル経済新聞産業部，1995）。
図７は，経営組織の空間的配置を示す。同企業集団の企業組織は，中核
事業部門と非中核部門に分類できる。まず中核事業部門は，電機電子・自
動車・重工業の３つの部門で，中核企業５社を中心に傘下の系列企業を組
織化している。非中核では，金融・貿易・繊維・サービス・建設部門で，
中核部門の支援や独自的事業活動を展開している。
まず，中核部門をみる。中核企業５社とは，電機電子部門の大宇電子・
大宇通信と重工業部門の大宇重工業・大宇造船・大宇自動車である。いず
れの企業もソウルに本社組織を設置しており，企業内ネットワークの空間
形態は，おおむねソウル地域内部に完結されていると言える。
まず，電機電子部門の企業内ネットワークは，２つの階層で形成される。
第１階層では，ソウルを拠点とする大宇電子と大宇通信が水平的に系列化
されている。そして第２階層では，両企業の傘下に製品別の系列企業が組
織化されており，企業間空間構造は，ソウル内部，そしてソウル−地方間
結合に現れる。
すなわち，大宇電子は，主に家電製品の生産・販売を担当しており，個
別製品別によって系列企業を垂直的系列化している。家電部門では，生産
調達を担当するオリオン電機（亀尾）と大宇電子部品（ソウル）を，冷房
機生産を担当する大宇ケリア（ソウル）をそれぞれ垂直的系列化した。さ
らに，オリオン電機は，部品生産の効率化を図り，オリオン電機部品を２
165
次垂直系列化し，２階層以降の系列化で地方都市内部での企業内ネットワ
ークの形態が確認できる。
一方，大宇通信は，主にコンピューター・交換機・半導体事業を中心に，
水平的分化が進展されるとともに，各系列企業は大宇通信と垂直的系列関
係を持つ。コンピューター部門は，ソフト開発および販売を担当する大宇
情報システムと韓国産業電子に垂直的に系列化され，企業内ネットワーク
はソウル内部に形成されている。しかし交換機では，系列企業が存在しな
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第７図　大宇企業集団の経営組織と企業内ネットワークの空間的構造
会長
①企業内ネットワークのソウル集積構造
②企業内ネットワークのソウル－地方間結合構造
（図１と同じ）
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く，大宇通信が事業を担当する。半導体部門では，大宇アピアンテクノロ
ジーが垂直的に系列化され，ソウル内部で企業内ネットワークが構築され
ている。
次に，重工業部門をみる。この部門の中核企業は，大宇重工業，大宇造
船，そして大宇自動車であり，第1段階でソウルを拠点とする水平的ネット
ワークが形成されている。大宇重工業は，主に機械・重装備・鉄道車両・
航空事業を担当するが，小型モーターを生産する大宇モーター工業（光州）
を系列化した。大宇造船（ソウル）は機械・造船事業を担当するが，その
系列化は進展されていない。そして大宇自動車（ソウル）は，自動車の電
機設備を生産する大宇機電，自動車部品を生産する大宇精密，そして自動
車のバンパーを生産するコラムプラスチックの３社がそれぞれソウル内部
で垂直的に系列化されている。
これに対して，非中核部門の企業内ネットワークをみると，他の企業集
団と同様に，ソウル内部で完結される。このことから，金融・サービス部
門を中心とする企業内ネットワークのソウル一極集中は，製造部門よりも
顕著であると言える。
（2）所有関係 による企業内ネットワーク
次に，大宇企業集団の所有関係による企業内ネットワークの空間構造を
分析する16）。
図８は，大宇企業集団の株式所有関係からみた企業内ネットワークの形
態を示す。その空間的構造は，以下の４点にまとめられる。
第１は，株式所有による中核企業が大宇・大宇電子・大宇重工業であり，
この３社を中心とする企業内ネットワークはおおむねソウルに完結されて
いることである。まず大宇は，傘下にソウルを拠点とする４社の最大株主
である。次に大宇電子はソウル２社・地方１社の最大株主である。そして
大宇重工業は，ソウル4社の最大株主である。
第２は，ソウルを拠点とする中核企業２社（大宇・大宇電子）の最大株
主が非営利団体である大宇財団であることである。とりわけ，金同族によ
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第８図　大宇企業集団の所有関係による企業内ネットワークと空間的配置
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る中核企業の直接所有関係は形成されていない。しかし，金同族は，非営
利法人である大宇財団に出資することにより，中核企業を間接的に支配・
統制する。
第３は，ソウル・地方にそれぞれ本社組織を設置する非中核企業の株式
所有が金同族によるものである。金同族による株式所有の空間的構造は，
地域的に分散されているとは言え，出資先企業の特徴が企業集団の非中核
部門である。第２および第３は，三星・現代・ラッキ金星企業集団とは異
なる企業支配形態であると言える。
第４は，ソウルを拠点とする中核企業間の株式相互持ち合いが存在しな
いことである。要するに，大宇は大宇電子・大宇重工業に，そして大宇重
工業は大宇電子に，一方的所有関係を持つ。
以上のように，大宇企業集団の株式所有関係による企業内ネットワーク
の形態は，非営利法人による中核企業の所有支配，中核企業による系列企
業の所有支配，非中核企業間の相互出資，そして金氏同族による非営利法
人の支配，など４段階を通じて構築された。
また，企業内ネットワークの空間的構造は，第１段階および第２段階で
は，おおむねソウル内部に集中することに対して。第３および第４段階で
は，ソウル内部のみならず，ソウル−地方間結合が確認された。
Ⅳ　ソウル一極集中と企業内ネットワークの管理統制組織の役割
ここでは，企業内ネットワークを管理統制する組織の形態と機能を分析
する。企業内ネットワークを管理統制する組織は，会長・副会長・社長・
副社長・専務・常務を中心とするトップマネジメントによる企業活動の直
接の業務実行組織で，意志決定の中枢組織であるとも言える。韓国の主要
企業集団では，企業集団総括機構と社長団会議とが集団内の中枢組織とし
て存在し，いずれもソウルを拠点として活動される。その結果，トップマ
ネジメントの人的ネットワークから構成される企業内ネットワークの管理
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統制組織の空間構造は，ソウル内部で完全に構築されていると言える。以
下では，ソウルに集中する統制管理組織（企業集団総括機構と社長団会議）
の形態と機能を詳細的に分析する。
１．企業集団総括組織と社長団会議
複数事業部の組織構造を持つ企業は，集権化された意志決定を行う中央
統制本部の形態の機能を必要とする。先進資本主義諸国の大企業の組織構
造では，統合調整機能を果たす経営組織が存在する（Chandlar，1967）。
韓国でも，企業集団内に類似した組織が存在するが，その機能は先進資
本主義諸国のものと異なり，会長同族の経営支配を効率的に行うために，
会長補佐組織を持つ。とりわけ，キム（1993）によると，韓国の企業集団
の経営支配構造は，①会長同族による直接的経営参加と②会長同族の補佐
組織と社長団会議による参加，に分類できる。
まず会長同族による経営支配をみる。とりわけ，そこでは，企業集団会
長（総帥；チョンスウ）の役割が最も重要である。会長は，企業集団全体
を実質的に運営・管理・統制する最高経営者であるために，傘下企業に対
して，企業経営に関連する主要事項，そして経営陣の人事権などの意志決
定を行う最高経営権を持つ（チェ，1996）。
次に，会長同族の補佐組織と社長団会議による経営支配をみる。韓国企
業集団は，個別事業部門の多角化に伴い，傘下企業数が急増した。その結
果，会長だけでは，個別系列企業を総括的に統制・管理することが限界で
あった。そこで，会長による経営支配を支援する組織として，会長の補佐
組織と社長団会議が組織化された。
とりわけ，こうした会長の補佐組織と社長団会議は，企業内ネットワー
クを管理統制する最も重要な役割を果たす。この点は，チェ（1996）が指
摘したように，日本の企業集団より顕著である。
まず，企業集団総括機構をみる。この組織の目的は，会長が傘下企業に
対する中央統制を強化することであり，会長から絶対的に信任される役員・
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職員から組織された特殊機関である（チェ，1996）。
表６は，韓国４大企業集団の企業集団総括機構の組織・規模を示す。個
別企業集団の名称・規模はそれぞれ異なる。まず三星企業集団では11チー
ム，180人から組織化された会長秘書室が存在する。次に現代企業集団は５
チーム，52人から構成されている総合企画室である。また，LG（旧ラッキ
金星）企業集団は４チーム，60人から組織化される会長室である。最後に，
大宇企業集団は８チーム，86人から構成される企画調整室である。とりわ
け，組織規模や機能の側面では，三星企業集団の会長秘書室の活動が最も
積極的であると言える。
次に社長団会議をみる。この組織は，各企業集団の個別系列企業の核心
経営者から構成された協議機構である。社長団会議は，組織自体の権限よ
り，会長が個別系列企業の社長を監督・指示する目的が重要である。会長
は，この組織を通じて，企業集団全体の経営戦略・方針を表明する（チェ，
表６　韓国企業集団における企業内ネットワークの管理統制機構（1996）
企業集団名 社長団会議の名称 社長団会議の構成 グループ総括機構 株式の持合い率*
現代 グループ社長団会議 40余名の社長・副社長 総合企画室 ５チーム 61.3%
（第1・2・4週月曜日） 52名
運営委員会 ６名の会長団・基調室長
（第1週月曜日）
三星 全体社長団会議 全系列社社長団 会長秘書室 11チーム 48.9%
（半期別） 180名
定例社長団会議 26系列社社長団
（毎週水曜日）
LG 政策委員会 8名の会長団 会　長　室 ８チーム 37.7%
（月2回） 60名
グループ社長団会議 16名の社長団・会長団
（毎週月曜日）
大宇 グループ運営委員会 16名の会長団，社長団 企画調整室 ８チーム 42.2%
（毎週月曜日） 86名
グループ社長団会議 16名の会長団，社長団
（年末）
凡例：*は，系列会社および所有経営者同族による所有率を示す。
（チェ（1996），公正取引委員会（1994）により，著者作成）
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1996）。
表６は，韓国４大企業集団の社長団会議の構成と運営状況を示す。まず
三星企業集団をみる。社長団会議は，全系列企業の社長団からなる全体社
長団会議と主要系列企業26社の社長団からなる定例社長団会議により，組
織化されている。とりわけ，定例社長団会議は，毎週水曜日に，ソウルで
開催される。次に現代集団をみる。社長団会議は，40名の社長・副社長か
らなる企業集団社長団会議と6名の会長団と基礎室長からなる運営委員会
が存在する。またラッキ金星企業集団は，政策委員会（８名の会長団）と
企業集団社長団会議（16名の会長団・社長団）がある。最後に，大宇企業
集団は，16名の会長団・社長団からなる企業集団運営委員会と企業集団社
長団会議が存在する。
２．三星企業集団の会長秘書室の組織形態と機能
ここでは，三星企業集団の企業集団総括組織である「会長秘書室（旧秘
書室）」の組織形態と機能を分析する。ここで，三星企業集団を事例として
取り上げる理由は，比較的にその機能や形態に関する資料が存在すること，
そして他の企業集団に比較して会長秘書室の統制・調整機能が最も強いか
らである（三星経済研究所，1989）。
まず，会長秘書室の組織成立の背景をみる。三星企業集団は，企業規模
と傘下企業数が増えるにつれて，企業集団全般の調整・管理機能を強化し，
責任経営体制を確立する目的で，会長秘書室に対する依存度を高めてきた。
とりわけ，三星は，権限の委譲と責任経営制度の企業集団基本原則に基づ
き，規模の拡大を展開した。そのために，次の２つの機能が必要となった。
第１は，個々の系列企業の経営成果に対する評価と統制制度を確立する
ことである。それは，責任経営を円滑に展開するためである。そして第２
は，急増する系列企業群を管理する規定・制度を導入することである。こ
の２つの機能から形成されたことが，会長秘書室の組織である。三星企業
集団は，主にこの２つの機能をもとに，1959年会長秘書室を組織化した（全
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ほか，1997）。
表７は，設立当時の会長秘書室の機能を示す。第一製糖（1984），三星
秘書室（1988）によると，1959年設立同時の会長秘書室の機能は，資金と
人事に関する内部統制機能のみであった。要するに，各系列社の資金フロ
ーを調節する資金管理および配分する機能と1957年から実施された新卒
社員採用を主幹し，社員の研修・教育，そして系列企業の人事管理機能で
あった。
そのうち，役員に関する人事管理をみると，まず会長秘書室は，役員の
人事資料を直接作成する。また，個別系列企業の最高経営者は，課長レベ
ルまでの昇進を会長秘書室に報告すること，そして個別系列企業の役員・
部長クラス以上の昇進は，会長秘書室と合意してから決定すること，がそ
れぞれ義務づけられている。とりわけ，専務レベル以上の役職は，企業集
団会長により決定されるが，常務・理事の役職は会長秘書室の意見が主に
反映される（三星経済研究所，1989；キム，1993；ミン，1993）。
また，1990年現在の会長秘書室組織の主要機能をみる。それは，次の４
点に要約される。第１は，調査・研究を通じて企業集団会長を補佐する機
表７　三星企業集団の会長秘書室の機能変化の過程
成長段階 基盤構築期 高度成長期 転換期
（1960年代末期） （1970年代〜80年代中盤） （1980年代後半〜）
役割 権限の拡大 権限の集中 権限の縮小
最高経営者の分身 統制・調整機能の強化 支援の役割の強化
人事・財務機能の重視 企画・調査・監査 広報・国際化
経営指導機能の重視 技術管理機能の強化
企画・調査 ○ ◎ ◎
資金・財務 ◎ ◎ ○
人事・教育 ◎ ◎ ○
監査・経営指導 ◎ ◎ ○
広報 − − ◎
国際化 − − ◎
技術管理 − − ◎
凡例：◎：極めて重要である，◯：重要である，−：該当なしである。
（全・韓（1997）により作成）
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能である。この機能は，設立当時から与えられたものではなく，1960年代
以降に付加されたものである。それは，1960年代以降の韓国産業構造の再
編に伴い，三星企業集団の新規事業部門での活動を支援する目的で，付加
された。具体的にみると，肥料部門（1960年代），造船・エナジー部門（1970
年代），そして証券部門（1990年代）での新規事業活動は，会長秘書室内
の調査・研究組織の報告を基本に，会長が最終的に意志決定を行ったもの
である。その他に，会長秘書室は，個別系列企業の経営状態と国内外の各
種産業・政策情報，系列企業の役員・職員の情報，などあらゆる分野の情
報を総括収集し，企業集団会長に提供する（三星秘書室，1981）。
第２は，計画と調整を通じて，会長を補佐する機能である。三星秘書室
（1973）によると，企業集団内個別企業は，三星企業集団の１つの系列企
業であり，個別企業の成長は，三星企業集団の成長を通じて求められるべ
きものである。したがって，会長秘書室は，企業集団レベルで個別系列企
業に関する諸経営計画方針を調整する機能を持つ17）。
第３は，実績評価機能を通じて補佐する機能である。会長秘書室は，各
系列企業の経営実績を評価し，企業集団会長に報告する。それをもとに，
企業集団会長は，人事・経営全般的にわたり，個別系列企業を効率的に管
理統制することが出来る
第４は，制度の立案と改善機能を持つ。会長秘書室は，個別系列企業の
経営を客観的に評価し，長期的成果の向上が可能である制度を立案・改善
する。とりわけ，1970年中盤から実施した事業部制度の採用は，会長秘書
室の提案によるものであった。
さらに，会長秘書室の規模の変化をみる。とりわけ，会長秘書室長の役
職の変化は，会長秘書室の役割の重要性を示すと言える。設立当時の会長
秘書室は，三星物産の1つの課であり，20名余りの人員から組織化され，第
２大秘書室長（1960年〜1966年，パクテェソ）は，三星物産の企画部長で
あった。しかし第３大室長（1966年10月〜？，イマンウ）は当時三星物産
の理事であった。
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さらに，1992年現在秘書室長は，系列企業の副社長と同格の役職である
（三星秘書室，1964，1968；キム，1993）。このように，会長秘書室長の役
職の変化は，この機関の役割が重要であることを示唆する。また，会長秘
書室のスタッフは，各系列企業から派遣され，一定期間勤務したあと再び
元の企業へ復帰する。そのために，トップマネジメントのなかには，会長
秘書室勤務の経歴を持つ人物がかなり多い（全ほか，1997）。
表８は，会長秘書室の組織構造とその機能を示す。会長秘書室の機能・
権限が強化された結果，1990年現在，会長秘書室組織は，15チーム・250
名から構成される。まず経営管理1〜4チームは，それぞれ系列企業を担当
し，運営状態を点検し，企業集団レベルの投資順位を調整する。次に経営
開発チームは1981年設立された調査チームが拡大・改編された組織とし
て，国内外の情報を総括収集する。
また，秘書チームは三星企業集団の社長団会議との連絡窓口と秘書事務
を担当する。財務チームは，三星全体の財務および資金管理を担当してお
表８　三星企業集団の秘書室組織と機能
チーム名 機能
① 経営管理1
② 経営管理2 個別系列企業の運営状態と投資順位の調整
③ 経営管理3
④ 経営管理4
⑤ 経営開発 国内外情報の総括収集
⑥ 秘書 社長団会議との連絡窓口と秘書事務
⑦ 財務 財務・資金管理
⑧ 国際金融 為替関係の総合支援業務
⑨ 企画 グループの中長期計画と重点投資事業の管理
⑩ 人事 新卒社員の配属管理・福祉
⑪ 情報システム 人事管理の電算化
⑫ 監査 会長の命令による系列企業の経営の点検
⑬ 技術 技術開発関連業務の総括・個別企業の支援
⑭ 広報 広報活動の総括
⑮ 国際 海外支社の管理
（京郷新聞社（1988），東亜新聞社（1988），毎日経済新聞社（1991），キム（1993）により，著者
作成）
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り，国際金融チームは1987年新設された組織として為替関係の総合支援業
務を担当する。企画チームは，企業集団の中長期計画を樹立し，重点投資
事業を管理する。人事チームは新卒社員の配属管理および福祉を担当して
おり，情報システムチームは電算チームが改編された組織として人事管理
の電算化が主な業務である。
そして監査チームは企業集団会長の命令により，不時に系列企業の経営
状態を点検し，技術チームは企業集団の技術開発関連業務を総括しながら
系列企業の新所在と新製品を支援する。最後に，広報チームは，企業集団
レベルの広報活動を総括しており，国際チームは海外支社を管理する組織
である（京郷新聞社，1988；東亜新聞社，1988；毎日経済新聞社，1991，
キム，1993）。
このように，秘書室は，系列企業の統制・調整，そして政府政策の変化
に対応する形で，企業集団と個別系列企業の中長期政策を提示する。それ
は，企業集団会長が効率的に経営を支配できるように補佐する（キム，
1993；チェ，1996）。
Ⅴ　結び
本節では，韓国の大企業組織を事例に，企業内ネットワークの形成過程
とその空間構造を分析した。その結果，以下の４点が明らかになった。
（1）韓国の４大企業集団の企業内ネットワークの形成過程を分析した結
果，共通点と相違点が明確となった。共通点は，政府の経済開発計画によ
る戦略的事業へ参与したこと，初期事業活動がそれぞれ独自的部門で展開
されたこと，そして1980年代からは多様な部門で企業集団間の競争が展開
されたこと，の３点である。
これに対して，相違点は，企業内ネットワークの骨格の形成時期と主力
部門に対する組織再編である。まず三星・ラッキ金星・大宇企業集団は，
おおむね創立10〜15年内に企業内ネットワークの骨格が形成されたこと
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に対して，現代企業集団は，創立20年後に企業内ネットワークの骨格が形
成された。次に，三星・大宇の初期事業は軽工業・貿易活動を中心に展開
されたが，重工業・電機電子部門への主力部門の組織再編が展開された。
しかし，現代・ラッキ金星（現LG）は，それぞれ創立初期活動であった重
工業・建設と石油化学・電子をより強化した形で，主力部門の組織再編は
見られない。
（2）所有関係による企業内ネットワークの空間構造を分析した結果，韓
国４大企業集団の企業内ネットワークは，おおむね３段階に分けて，空間
構造が構築された。第１段階は，所有経営者である会長同族による中核企
業の所有支配である。第２段階は，中核企業間による相互所有支配である。
そして第３段階は中核企業による非中核企業の所有支配である。その空間
構造をみると，第１段階および第２段階では，おおむねソウル内部に完結
されることに対して，第３段階ではソウル内部の完結型の企業内ネットワ
ークのみならず，ソウル−地方本社企業間の企業内ネットワークが確認さ
れる。
（3）経営関係による企業内ネットワークの空間構造を分析した結果，韓
国４大企業集団の企業内ネットワークは，おおむねソウル内部に完結され
ていること，そして製造部門と非製造部門とに明確な違いが存在すること
が確認された。とりわけ，製造部門の一部事業活動では，釜山（プサン）・
昌原（チャンウォン）・馬山（マサン）・亀尾（グミ）・蔚山（ウルサン）な
ど，韓国東南圏の地方都市を拠点とする企業内ネットワークが構築された。
この点は，これらの地域に大規模工業団地が形成されていること，そして
生産・管理部門の分離形態が見られない（阿部，1996）ことに関連する。
これに対して，非製造業部門の企業内ネットワークでは，ほぼソウル内部
の完結が確認された。
（4）韓国企業集団の企業内ネットワークの統制管理組織に関する分析し
た結果，韓国４大企業集団の企業内ネットワークにおいて，企業集団総括
機構と社長団会議の役割が最も強いことが明らかになった。とりわけ，韓
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国の企業集団は，会長を中心とする効率的経営支配を展開するために，企
業集団総括機構と社長団会議を持つ。企業集団総括機構が組織された当時
は中核企業の社長室に付属されているが，多数の系列企業の増大により，
独立組織として分離された。企業集団総括機構は，企業集団全体を１つに
まとめる調整統制の機能を重視したために，系列企業の自律経営を障害す
るとともに権力集中と組織の膨大化が進展された。この点を空間構造と関
連づけると，大企業組織の本社組織のソウル一極集中とは別に，企業集団
全体の頂点に立つ中枢管理機能を地域的に集中させ，ソウルの世界都市と
しての機能を強める１つの要因となるとも言える。
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注
１）キム（1993）によると，韓国の企業集団は，共通の財政と経営統制下で，
個別企業はそれぞれ異なる市場で事業を展開しており，グループ系列企業
間の協調・信頼関係を維持する大規模系列会社グループである。また，カ
ン他（1991）は，韓国の企業集団は大企業の単純な集合ではなく，外観的
には個別系列企業が独立されているが，実質的には特定個人および家族に
より所有・統制されており，多数の業種に進出している大企業集団である
と定義した。
２）1993年現在を対象にする理由は，資料の制約により，1990年代初までの企
業集団の研究が非常に少ないからである。
３）キム（1993）によると，三星の３系列企業は，1950年代末まで，年平均90
％以上の高度成長を遂げた。それは，この時期に消費財生活必需品が絶対
的に不足していたこと，そして競争企業が存在しなかったこと，に起因す
る。
４）三星の創立者であるイヒョンチョルの父と当時大統領であったイスンマン
は交友関係であった（イ，1986）。また，1950年代の財閥（企業集団）を，
親与党系と新野党系に分けられると，三星グループは，新与党系に含まれ
る（朝鮮日報経済部編，1985）。
５）創立同業者が独立したことと軍事革命による銀行還元によって，13社の系
列企業のうち，３社が売却・譲渡された（三星秘書室　1989）。
６）買収時期は不明である。
７）統制関係（役員兼任）は，企業間人的交流関係は，企業間に家族・友人関
係・重役派遣・理事兼任・職員派遣などを通じて展開される。とりわけ，
理事兼任制度は，二つの会社に理事を兼任することで，取引関係に連係さ
れた企業とその取引先に対する依存性を管理する手段として行われている
（Mizruchi，1981）。
８）債務関係（負債）は，企業活動の資本調達と関連するもので，メインバン
クを中心に形成される日本の企業集団で最も重要である。韓国の場合，銀
行法の改訂（1994年12月）により，市中銀行４％，地方銀行15％の所有上
限規制で，企業集団の金融部門の参入を制限する（キム。1997）。
９）取引関係（相互取引）は，親会社−子会社間，系列企業−下請企業間で最
も顕著に見られるが，韓国企業集団は，系列企業が親会社に部品を調達す
ること，資金の貸出を行うことが一般的である。
10）三星企業集団の企業公開企業数は，13社である。その結果，三星医療院・
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高麗ホンジン・東邦ビル管理，アイエスティ・韓国電算など５社の資料は
収集することが出来なかった。また，所有関係による企業内ネットワーク
は，第１の大株主に注目して分析する。
11）出資企業数をみると，三星生命保険は17社に，三星電子は25社，第一毛織
は13社に，三星物産は17社に，第一製糖は19社，新世界百貨店は15社にそ
れぞれ出資している。
12）現代建設は直接建設施工を担当すると同時に，他の建設関連支援業務を総
括する。
13）現代企業集団の公開企業数は，50社のうち15社にすぎない。したがって，
ここでは，資料の収集が可能である38社を分析対象として選定した。
14）ラッキ金星企業集団の公開企業数は，56社のうち，13である。したがって，
ここでは，資料の収集が可能である44社を分析対象として選定した。
15）ラッキ金星企業集団の公開企業数は，56社のうち，13である。したがって，
ここでは，資料の収集が可能である44社を分析対象として選定した。
16）大宇企業集団の公開企業数は，29社のうち10社であり，ここでは，資料の
収集が可能である22社を分析対象とした。
17）系列企業の資金調達規模および方法，その優先順位などが統制される。
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